
（案）

議案第８号





　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
頁第１ 章　 計画の策定にあたっ て　

　 １ 　 計画策定の趣旨　 ………………………………………………………………　 １

　 ２ 　 計画の位置付け　 ………………………………………………………………　 ２

　 ３ 　 計画の期間　 ……………………………………………………………………　 ３

　 ４ 　 計画の実効性の確保　 …………………………………………………………　 ３

第２ 章　 本市教育を取り 巻く 現状と 課題　

　 １ 　 本市を取り 巻く 現状と 課題　 …………………………………………………　 ４

　 　（ １ ） 少子化の進行　 ………………………………………………………………　 ４

　 ２ 　 子ども を取り 巻く 現状と 課題　 ………………………………………………　 ５

　 　（ １ ） 子ども の学力　 ………………………………………………………………　 ５

　 　（ ２ ） 子ども の心　 …………………………………………………………………　 ５

　 　（ ３ ） 子ども の体　 …………………………………………………………………　 ６

　 　（ ４ ） 家庭の教育力　 ………………………………………………………………　 ６

　 ３ 　 教員を取り 巻く 現状と 課題　 …………………………………………………　 ６

　 ４ 　 生涯学習を取り 巻く 現状と 課題　 ……………………………………………　 ６

第３ 章　 計画の目標　

　 １ 　 基本理念（ 教育目標）……………………………………………………………　 ７

　 ２ 　 計画の体系　 ……………………………………………………………………　 ７

目　 　 　 次目　 　 　 次



第４ 章　 計画における施策　

　 １ 　 基本的な方向１

　 　 　 　 未来を切り 拓く 子ども の育成 ………………………………………………　 ８

　 　（ １ ） 主体性のある子ども の育成　 ………………………………………………　 ８

　 　（ ２ ） 確かな学力の定着　 ………………………………………………………　 １ ３

　 　（ ３ ） 豊かな心の育成　 …………………………………………………………　 １ ８

　 　（ ４ ） 健やかな体の育成　 ………………………………………………………　 ２ ２

　 　（ ５ ） 現代的・ 社会的課題に対応し た学習等の充実　 ………………………　 ２ ６

　 ２ 　 基本的な方向２

　 　 　 　 多様な学びの場の提供及び質の高い学校教育環境の整備　 ………… …２ ８

　 　（ １ ） 多様な教育ニーズ及び支援を必要と する子ども への対応　 …………　 ２ ８

　 　（ ２ ） 教員の資質能力向上と 学校の働き方改革の推進　 ……………………　 ３ ４

　 　（ ３ ） ICT を活用し た教育環境の整備　 ………………………………………　 ４ ３

　 　（ ４ ） 家庭の経済状況や地理的条件への対応　 ………………………………　 ４ ５

　 　（ ５ ） 学びの質を保障するための学校再編の推進　 …………………………　 ４ ６

　 　（ ６ ） 安心・ 安全な学校教育環境の整備　 ……………………………………　 ４ ９

　 ３ 　 基本的な方向３ 　

　 　 　 　 保護者や地域と の連携・ 協働による教育力の向上………………………　 ５ １

　 　（ １ ） 学校（ 園）・ 家庭・ 地域と の連携・ 協働と 開かれた学校づく り 　 …　 ５ １

　 　（ ２ ） 家庭における教育力の向上　 ……………………………………………　 ５ ６

　

　 ４ 　 基本的な方向４ 　

　 　 　 　 生涯を通じ た教育の充実と 文化遺産等の保全・ 活用………………………　 ５ ９

　 　（ １ ） 高等教育及び生涯学習活動の充実　 ……………………………………　 ５ ９

　 　（ ２ ） 生涯学習活動拠点の充実　 ………………………………………………　 ６ ２

　 　（ ３ ） 文化遺産等の保全・ 活用　 ………………………………………………　 ６ ８

参考資料

　 ・ 　 富山市教育振興基本計画懇話会委員名簿　 ………………………………　 ７ ０

　 ・ 　 第３ 期富山市教育振興基本計画策定の経過　 ……………………………　 ７ １



1

計画の策定にあたっ て計画の策定にあたっ て

本市を取り 巻く 時代の潮流は、 人口減少と 超高齢化の急速な進行、 グローバル化、 地球規模で

の環境問題、高度情報化によるＡ Ｉ ・ ロボッ ト 技術の普及、デジタ ルト ラ ンスフ ォ ーメ ーショ ン（ Ｄ

Ｘ ） の進展等、 大き く 変化し ています。 さ ら には、 新型コ ロナウイ ルス感染症の拡大と いう こ れ

まで経験し たこ と のない大き な試練に直面し たこ と で、 人々の生活様式も 変化し 、 価値観も 多様

化し ています。

また、 子ども たちの教育を取り 巻く 状況についても 、 児童生徒数の減少、 学力や学習意欲をめ

ぐ る問題、 家庭や地域の教育力の低下、 教員の長時間労働、 いじ めや不登校の重大事態等の増加

等、 多く の課題があり ます。

こ う し た将来の予測が困難な時代において、 持続可能な社会の創り 手を育成するためには、 子

ども たちの主体性や創造力、 課題解決能力を育んでいく こ と が必要です。

また、 多様な個人それぞれが幸せや生き がいを感じ ると と も に、 地域や社会が幸せや豊かさ を

感じ ら れる「 ウェ ルビーイ ング」 を向上さ せていく ために、 学校や地域でのつながり 、 協働性や

多様性の理解、 自己肯定感等を調和的・ 一体的に育むこ と が求めら れています。

平成 1 8 年 1 2 月に全面改正さ れた教育基本法では、「 個人の尊厳を 重んじ 、 真理と 正義を 希

求し 、 公共の精神を尊び、 豊かな人間性と 創造性を備えた人間の育成を期すると と も に、 伝統を

継承し 、 新し い文化の創造を目指す教育を推進する」 こ と がう たわれています。

また、 同法では、 教育の理念や目的を 具体化するため、「 教育の振興に関する施策についての

基本的な方針及び講ずべき 施策等を盛り 込んだ基本的な計画を国が定めるこ と 」、 さ ら には、「 地

方公共団体は、 国の計画を参酌し 、 その地域の実情に応じ た基本的な計画を定めるよう 努めなけ

ればなら ない」 と さ れています。

こ う し た中、 令和５ 年６ 月には、 国の「 第４ 期教育振興基本計画」 が閣議決定さ れまし た。

本市では、 平成 31 年２ 月に、 国の「 第３ 期教育振興基本計画」 を 参酌し た「 富山市教育振興

基本計画」 を策定し 、 計画的に教育行政を推進し てき たと こ ろ ですが、 市の計画期間が令和５ 年

度末までと なっ ているこ と から 、「 第３ 期富山市教育振興基本計画」 を策定するこ と と し まし た。

こ の計画に基づき 、本市の教育行政を推進するこ と で、本市教育のさ ら なる質の向上を目指し 、

子ども を安心し て学校に預けら れる子育てし やすい環境が整っ たまち、 また生涯にわたっ て学び

続けるこ と ができる環境が整っ たまちと し て、 多く の人から 選ばれるまちづく り を目指し ます。

１ 　  計画策定の趣旨

第第 11 章章



2

第３ 期富山市教育振興基本計画は、 教育基本法第１ ７ 条第２ 項に基づき 策定する、 本市の教育

の振興のための施策に関する基本的な計画です。

計画の策定にあたっ ては、 令和５ 年６ 月に新たに策定さ れた国の第４ 期教育振興基本計画を

参酌すると と も に、「 富山市総合計画」 及び「 富山市教育大綱」 と の整合性を 図り ながら 、 概ね

1 0 年先を 見据えた計画と し て、 本市が目指す教育の基本的な方向や基本施策を明確に示し 、 そ

れら を確実に実現するために、 今後５ 年間に必要な施策や取組みを体系的に整理し ています。

（ １ ） 教育基本法第 1 7 条第２ 項に規定する地方公共団体における教育の振興のための施策に関

する基本的な計画

（ ２ ） 富山市の教育分野に関する施策を総合的かつ体系的に構築する中長期的な計画

（ ３ ） 市政運営の長期的かつ総合的な基本指針である 「 富山市総合計画」 の教育に関する分野別

計画

（ ４ ） 富山市の教育の振興に関する総合的な施策の「 基本方針」 である「 富山市教育大綱」 と 整

合性・ 連動性を図る計画

【
国
】
教
育
振
興
基
本
計
画

富山市総合計画

教
育
に
関
す
る
分
野
別
計
画

富
山
市
教
育
大
綱

富
山
市
教
育
振
興
基
本
計
画

参 酌 整合・ 連動

２ 　  計画の位置付け



３ 　  計画の期間
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こ の計画の推進にあたっ ては、 計画（ Plan）、 実行（ D o）、 評価（ Check）、 改善（ Actio n）

のＰ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルによるマネジメ ント システムを用いて計画の実効性を確保し ていき ます。

具体的には、 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 2 6 条に基づき、「 教育委員会の事

務の点検及び評価」 を 実施し 、 こ れを 議会に提出する と と も に、 富山市ホームページに掲載し

ます。

４ 　  計画の実効性の確保

 

本計画

（ Plan）

施策の実行

（ D o ）

「 教育委員会の事務の点検評価」

（ Check、 Actio n）

概ね 1 0 年先を見通し ながら 、 令和６ 年度から 令和 1 0 年度までの５ 年間の計画期間と し ます。



本市教育を取り 巻く 現状と 課題本市教育を取り 巻く 現状と 課題第第 22 章章
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（ １ ） 少子化の進行

本市の将来人口推計によると 、 本市の総人口は、 平成 22 年にピーク を迎え、 その後は減少

に転じ ており 、 こ の傾向は今後も 続く も のと 見込まれています。

また、０ 歳から 1 4 歳までの年少人口は、令和７ 年から 令和 1 7 年までの約 10 年間で約 5 ,0 0 0

人減少し 、 小規模な小・ 中学校が増加する見込みです。

こ のよう な現状の中、 本計画に基づき 教育行政を推進し 、 本市教育のさ ら なる質の向上を目

指すこ と で、 子ども を安心し て学校に通わせら れる、 子育てし やすい環境を整えるこ と が必要

です。

１ 　  本市を取り 巻く 現状と 課題

0

5 0

1 0 0

1 5 0

2 0 0

2 5 0

3 0 0

3 5 0

4 0 0

4 5 0

平成2 2 年 令和1 7 年令和1 2 年令和７ 年令和２ 年平成2 7 年

資料： 富山市将来人口推計報告書

人口の推移と 見通し

総
人
口
（ 

千
人
）

1 0 3
(2 5 % )
1 0 3

(2 5 % )

2 6 2
(6 2 % )
2 6 2

(6 2 % )

5 6
(1 3 % )

5 6
(1 3 % )

1 1 9
(2 8 % )
1 1 9

(2 8 % )

2 4 7
(5 9 % )
2 4 7

(5 9 % )

5 3
(1 3 % )

5 3
(1 3 % )

1 2 2
(2 9 % )
1 2 2

(2 9 % )

2 4 2
(5 8 % )
2 4 2

(5 8 % )

5 1
(1 3 % )

5 1
(1 3 % )

約1 2 1
(3 0 % )
約1 2 1
(3 0 % )

約2 3 8
(5 8 % )
約2 3 8
(5 8 % )

約4 8
(1 2 % )
約4 8

(1 2 % )

約1 2 0
(3 0 % )
約1 2 0
(3 0 % )

約2 3 1
(5 8 % )
約2 3 1
(5 8 % )

約4 6
(1 2 % )
約4 6

(1 2 % )

約2 2 3
(5 8 % )
約2 2 3
(5 8 % )

約4 3
(1 1 % )
約4 3

(1 1 % )

約1 2 1
(3 1 % )
約1 2 1
(3 1 % )

4 2 1 ,9 5 3 人4 2 1 ,9 5 3 人 4 1 8 ,6 8 6 人4 1 8 ,6 8 6 人 4 1 5 ,5 3 6 人4 1 5 ,5 3 6 人
約4 0 6 ,7 8 7 人約4 0 6 ,7 8 7 人

約3 9 7 ,9 9 2 人約3 9 7 ,9 9 2 人
約3 8 7 ,2 0 1 人約3 8 7 ,2 0 1 人

資料： 富山市将来人口推計報告書
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２ 　  子ども を 取り 巻く 現状と 課題

（ １ ） 子ども の学力

本市の小・ 中学生の学力は、 全国学力・ 学習状況調査の結果から 、 近年、 全国平均と の差が

縮小し てきているも のの、 全国平均を上回っ ています。 その背景と し ては、 保護者や地域住民

等の熱意や協力、 教職員の日頃から の努力などが挙げら れます。

一方、 学習状況の面では、 学校以外で２ 時間以上学習をする児童生徒の割合が、 全国平均に

比べて低く 、 放課後に家庭でゲームやイ ンタ ーネッ ト をし て過ごす児童生徒の割合が、 全国平

均に比べて高いと いう 結果が出ています。 こ れら のこ と から 、 子ども の学力や学習習慣を定着

さ せる取組を引き続き行っ ていく こ と が必要です。

また、 令和２ 年度以降に全面実施さ れた学習指導要領では、「 生き る 力」 の育成を 目指し 、

予測困難な社会の中、 子ども たちには、 社会の変化に主体的にかかわり 、 自ら 課題を見つけ、

自ら 学び、 自ら 考え、 主体的に判断・ 行動し 、 より よく 問題を解決する力を身に付けさ せるこ

と が重要であると さ れまし た。 本市においても 、 子ども たちの主体性や協調性を育み、 非認知

能力を高めるための取組を進めて行く こ と が求めら れています。

（ ２ ） 子ども の心

本市の子ども は、 全国学力・ 学習状況調査の結果等から 、 地域行事への出席率が高い、 地域

でのボラ ンティ ア活動によく 参加するなど、 地域や社会に対する関心が比較的高いと いっ た特

長が挙げら れます。

し かし ながら 、 社会が多様化し 、 変化し ていく 中で、 子ども を取り 巻く 環境も 大き く 変化し 、

それに伴い子ども の心に関する様々な問題が生じ ています。

本市の不登校児童生徒の出現率については、 年々増加傾向にあり 、 引き 続き 問題解決に向け

て取り 組むこ と が必要です。

また、いじ めの認知については、「 いじ めの定義」を限定的に解釈するこ と なく 、正し く 理解し 、

適切に認知するこ と がより 求めら れているため、 各学校では、 こ れまで以上に積極的な把握に

努めるこ と が重要です。

引き 続き、 いじ めの未然防止、 早期発見、 即時対応に努めるこ と で、 認知でき ない潜在化し

たいじ めが発生し ないよう 、 また、 認知し たいじ めについては、 なるべく 早期に解決できるよ

う 、 地域・ 家庭と 連携を図り 、 関係機関と も 連絡を密にし て、 問題解決に向けて取り 組んでい

く こ と が必要です。

また、 子ども の規範意識、 社会性の希薄化や主体性の低下が指摘さ れており 、 自然体験活動

や社会体験活動を通し てより 豊かな人間性を育成し 、 道徳教育の充実等により 、 人権尊重の精

神や生命に対する畏敬の念を育むこ と などが必要です。
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（ ３ ） 子ども の体

社会が多様化し 、 変化し ていく 中で、 子ども を取り 巻く 生活環境も 大き く 変化し 、 生活習慣

が乱れ、 子ども の健康状態や食生活の乱れが懸念さ れます。

また、 運動に進んで親し む子ども と そう でない子ども と の、 運動習慣及び体力の二極化が進

んでいます。

そのため、 子ども と その保護者への生活習慣病の正し い理解の浸透に取り 組み、 日常生活に

おいて食事や運動不足の改善をいかに図るかが課題と なっ ています。

また、 学校においては、 体育の学習や体育的行事、 運動部活動等において、 運動習慣の定着

を進め、 子ども の体力の向上を図るこ と が必要です。

（ ４ ） 家庭の教育力

家庭教育は、 全ての教育の出発点であり 、「 基本的な生活習慣」、「 豊かな情操」、「 社会的な

マナー」 等を身に付ける上で、 重要な役割を担っ ています。 し かし 、 家族構成の変化や家庭と

地域と のつながり の希薄化と いっ た社会の変化を背景に「 家庭の教育力」の二極化が問題と なっ

ています。

本市の教員の年齢構成は、 5 0 歳代が多く 、 こ の年代の教員の大量退職に伴う 量及び質の確保

が課題と なっ ています。

また、 社会の変化が加速する中で、 社会人と し て求めら れる能力と 教育公務員と し ての新たな

知識・ 技能の習得等、 学び続ける姿勢の必要性が高まっ ています。 中核市への人事権移譲を見据

えて、 教員研修の充実等により 、 本市の学校現場が教員にと っ てやり がいのある職場と なるよう

努める必要があり ます。

本市の生涯学習活動は、 市民にと っ て最も 身近な学習拠点である公民館での活動をはじ め、 市

民の生涯を通し た学びの活動である生涯学習活動が全国的に見ても 非常に活発であり 、 その重要

性がより 高まっ ています。

今後は、 地域コ ミ ュ ニティ の基盤を支える社会教育の推進や生涯にわたり 学び、 活躍できる環

境整備のために、 公民館の利用の促進を図るなど、 さ ら なる生涯学習活動の充実が必要と なっ て

います。

３ 　  教員を取り 巻く 現状と 課題

４ 　  生涯学習を取り 巻く 現状と 課題
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１ 　  基本理念（ 教育目標）

２ 　  計画の体系

本市では、 次のこ と を教育目標と し て掲げています。

教育目標の実現のため、 本市教育の目指すべき 方向を、 次の「 ４ のビジョ ン（ 基本的な方向）、

1 6 のアク ショ ン（ 基本施策）」 と し て体系化し ます。

基本的な方向 基本施策

１ 　 未来を切り 拓く

　 子ども の育成

１ 主体性のある子ども の育成

２ 確かな学力の定着

３ 豊かな心の育成

４ 健やかな体の育成

５ 現代的・ 社会的課題に対応し た学習等の充実

２ 　 多様な学びの場の

提供及び質の高い学

校教育環境の整備

１ 多様な教育ニーズ及び支援を必要と する子ども への対応

２ 教員の資質能力向上と 学校の働き 方改革の推進

３ ICT を活用し た教育環境の整備

４ 家庭の経済状況や地理的条件への対応

５ 学びの質を保障するための学校再編の推進

６ 安心・ 安全な学校教育環境の整備

３ 　 保護者や地域と の
連携・ 協働による教
育力の向上

１ 学校（ 園）・ 家庭・ 地域と の連携・ 協働と 開かれた学校づく り

２ 家庭における教育力の向上

４ 　 生涯を通じ た教育

の充実と 文化遺産等

の保全・ 活用

１ 高等教育及び生涯学習活動の充実

２ 生涯学習活動拠点の充実

3 文化遺産等の保全・ 活用

自立と 公共の精神を 重んじ て教育の高揚を 図り 、 新たな時代を 拓く 心豊かな市民

を育む

１ 　 志を かかげ、 知性をみがき 、 実践力を高める

２ 　 我が国と 郷土を愛し 、 自然に学び、 芸術・ 文化に親し む豊かな情操を養う

３ 　 健やかでたく まし い心と 体を 備える

計画の目標計画の目標第第 33 章章
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１ 　  基本的な方向１ 　 未来を切り 拓く 子ども の育成

【 目標（ 目指すべき 成果）】

（ １ ） 主体性のある子ども の育成

【 現状と 課題】

主体的な学びと 非認知能力の育成

文部科学省は、 2 02 0 年代を通じ て目指す学校教育を 「 令和の日本型学校教育」 と し 、 その姿

を「 全ての子供たちの可能性を引き 出す、 個別最適な学びと 、 協働的な学び」 と し ています。 本

市においても 学習指導要領を着実に実施し 、 一人ひと り の子ども を主語にする学校教育の実現を

目指す重要な転換期を迎えています。

学校での指導においては、 小学校教科担任制や学校再編による小中一貫校、 義務教育学校の導

入等、 義務教育９ 年間を見通し た教育を実践するこ と や、 非認知能力の育成、 ICT 環境の整備に

より 、「 新し い教育のかたち」 に適し た指導を 工夫し ていく こ と の重要性がより 一層求めら れて

います。 そのため、 本市全ての教員が小・ 中学校のいずれに配置さ れても 、 円滑に教育活動を行

う こ と ができるよう 、 教員一人ひと り の指導力の向上を図るこ と が求めら れています。

また、 本市が目指す子ども たちの、 個別最適な学びと 協働的な学びのために必要な資質・ 能力

を 育成するには、「 主体性」 や「 協調性」 の獲得が効果的であり 、 そう し た考え方がイ エナプラ

ン教育（ ※） の理念と 合致するこ と から、 本市でも そのエッ センスを取り 入れた教育を 推進し てい

き ます。

そのため、 イ エナプラ ン教育について学び、 各学校の実情に合わせて取り 入れながら 、 主体性

のある子ども の育成に向け、 全市的に取り 組んでいく 必要があり ます。

※　 イ エナプラ ン教育

…　 一人ひと り の子ども を その子ら し く 最大限の可能性を 引き 出し て育てる こ と を 目指し たビ ジョ

ン。 対話や実体験から の学びを 重要と し ており 、 子ども に適し た教育環境や学級編制の枠組み

を 示し ている 。

子ども たちが自ら 課題を見つけ、 より よく 問題を解決する資質や能力、 自ら を律し つつ他

人を思いやる心や感動する心などの豊かな人間性、 たく まし く 生き るための健康や体力など

を育み、 社会で生き る実践力を高める教育が行われているこ と

こ の章では、４ つの基本的な方向ごと に目標（ 目指すべき 成果） を設定し 、基本施策ごと に「 現

状と 課題」、「 施策方針と 主な取組」、「 参考指標（ 数値目標）」 を 記載し ています。 さ ら に、 個別

の取組については、 必要に応じ て年次計画を記載し ています。

計画における施策計画における施策第第 44 章章



資料： 全国学力・ 学習状況調査（ 文部科学省）

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

4 1 .14 1 .1 4 0 .94 0 .9 1 4 .11 4 .1 3 .13 .1

3 8 .63 8 .6 4 3 .24 3 .2 1 3 .81 3 .8 3 .43 .4

3 0 .83 0 .8 4 2 .44 2 .4 1 8 .61 8 .6 6 .06 .0

3 4 .33 4 .3 4 5 .44 5 .4 1 4 .11 4 .1 4 .24 .2

0 .50 .5

0 .90 .9

2 .02 .0

1 .51 .5

3 0 .83 0 .8 4 8 .14 8 .1 1 7 .7 3 .33 .3

3 0 .53 0 .5 4 8 .34 8 .3 1 7 .7 3 .43 .4

3 2 .13 2 .1 4 6 .44 6 .4 1 6 .91 6 .9 4 .4

3 0 .43 0 .4 4 8 .84 8 .8 1 7 .01 7 .0 3 .63 .6

   
   
   
   

資料： 全国学力・ 学習状況調査（ 文部科学省）

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

4 1 .1 4 0 .94 0 .9 1 4 .1 3 .13 .1

3 8 .63 8 .6 4 3 .24 3 .2 1 3 .81 3 .8 3 .43 .4

3 0 .83 0 .8 4 2 .44 2 .4 1 8 .61 8 .6 6 .06 .0

3 4 .33 4 .3 4 5 .44 5 .4 1 4 .1 4 .24 .2

0 .50 .5

0 .90 .9

2 .02 .0

1 .51 .5

3 0 .83 0 .8 4 8 .14 8 .1 1 7 .71 7 .7 3 .33 .3

3 0 .53 0 .5 4 8 .34 8 .3 1 7 .71 7 .7 3 .43 .4

3 2 .13 2 .1 4 6 .44 6 .4 1 6 .91 6 .9 4 .44 .4

3 0 .43 0 .4 4 8 .84 8 .8 1 7 .01 7 .0 3 .63 .6
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■全国学力・ 学習状況調査（ 令和５ 年度） から

・ 学級の友達の間で話し 合う 活動を通じ て、 自分の考えを深めたり 、 広げたり するこ と ができ

ていると 思いますか。（ 児童生徒への質問）

・ 授業では、 課題の解決に向けて、 自分で考え、 自分から 取り 組んでいまし たか。

キャ リ ア教育と 進路選択

未来を切り 拓く 主体性のある子ども の育成を目指し 、 各学校においてキャ リ ア教育に取り 組ん

でいると こ ろですが、 将来の夢が漠然と し ている生徒も 多いのが現状です。 特に中学生は、 行動

が広がり 活動が活発になると と も に、 自分の内面に目を向ける時期です。 規範意識や社会性を高

め、 将来の自分の生き 方を考えるなど、 成長期の課題を乗り 越えるたく まし い力や自己の個性を

理解し 、 主体的に進路を選択する能力・ 態度を身に付ける必要があり ます。

資料： 全国学力・ 学習状況調査（ 文部科学省）
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【 施策方針と 主な取組】

〇知識・ 技能の習得と 非認知能力の育成、 問題解決的な学習（ PBL） の充実

「 富山市学校教育指導方針」 の重点事項である「 主体性のある子ども の育成」 に向けた取組を

推進するため、 小・ 中学校の教職員の「 主体的な学び」 について理解を深める自主研修を設定し

ます。 各自が個人研修課題を も ち、 各学校において先導的なリ ーダーと し て、「 主体的な学び」

に向けた実践を進めら れるよう 研修の充実を図り ます。

・「 イ エナプラ ン的教育」「 問題解決的な学習（ PBL）」「 端末の活用」 等、 主体的な学びを 支える

こ れら の内容を踏まえて個人研修課題を設定し 、 授業構想や授業公開など、 より 具体的な研修

の場を提供し ます。

・ 推進校、 推進モデル校等の授業公開を通し て、 教員が互いに学び合う 研修を実施し ます。

（ 主体性を育む研修会事業）

〇イ エナプラ ン的教育の推進

令和４ 年度～「 学ぶ」、 令和６ 年度～「 取り 入れ、 試す」、 令和８ 年度～「 実践の充実（ 全市的

な展開）」 と いう ５ か年での構想のも と 、 富山市版「 イ エナプラ ン的教育」（ 学校・ 保護者向け）

を作成し 、 各校の実践を通し て明ら かと なっ た成果を基に、 課題の解決に取り 組むと と も に、 全

市的な展開に向けて推進を図り ます。

・ 各学校の研修計画、 研修内容にイ エナプラ ン教育のエッ センスを取り 入れ、 授業実践を重ねて

検証し ます。 　

・ 富山市版「 イ エナプラ ン的教育」を富山市学校教育指導方針に掲載し 、各学校へ周知を図り ます。

・ 推進モデル校での継続的な研修（ 授業公開） を進めます。

・ 各学校の実践事例が共有できる場（ データ 共有システム） を構築し ます。

＜年次計画＞

イ エナプ ラ ン

的教育の推進

R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R1 0 年度

（ イ エナプラ ン的教育推進事業）

〇 G IG A スク ール構想（ ※） の推進

ICT を活用し 「 全ての子供たちの可能性を引き 出す、 個別最適な学びと 、 協働的な学び」 の実

現を目指し た教育活動を推進し ます。

・ 個別最適な学びと 、 協働的な学びの視点での授業改善を行います。

・ ICT 活用に関する研修の充実を図り ます。

・ ICT の効果的な活用事例をデータ ベース化し ます。

※　 G IG A スク ール構想　

…　 児童生徒に一人１ 台端末と 高速大容量の通信ネッ ト ワーク を 一体的に整備する こ と で 、 多様な

子ど も たち を 誰一人取り 残すこ と なく 公平に個別最適化さ れた学びや創造性を 育む学びを 実現

する ための国の政策。

（ ICT を活用し た個別最適・ 協働的な学び）

イ エナプラ ン的教育に

ついて「 取り 入れ、 試す」

イ エナプラ ン的教育について

「 実践の充実（ 全市的な展開）」
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〇キャ リ ア教育の推進

各年代に応じ たキャ リ ア教育（ ※１ ） を実施し 、 基礎的・ 汎用的能力を育て、 より よい生活や進路、

生き 方等を目指し て自分の課題を見い出し 、 課題の克服に向けて努力し よう と する態度を身に付

けるこ と ができ るよう にし ます。

・「 社会に学ぶ『 1 4 歳の挑戦』」 事業（ ※２ ） を家庭や地域と の連携を図り ながら 推進し 、 生徒の規

範意識や社会性を高め、 将来の自分の生き方を考えるなど、 成長期の課題を乗り 越えるための

力を身に付けるこ と ができ る体験学習の機会と し ます。

※１ キャ リ ア教育

… 望まし い勤労観、 職業観を 育てる と と も に、 自己の個性を 理解し 、 主体的に進路を 選択する 能

力や態度を 育てる 教育

※２ 「 社会に学ぶ『 1 4 歳の挑戦』」 事業

… 中学校２ 年生が５ 日間社会に出て、 市内事業所の協力を 得て実際に職場体験を 行っ たり 、 ボラ

ン ティ ア活動を 体験し たり する 事業

（ 地域ぐ るみこ こ ろの教育推進事業（ 14 歳の挑戦））

子ども たちが自ら 課題を見つけ、 より よく 問題を解決する資質や能力、 自ら を律し つつ他人を

思いやる心や感動する心などの豊かな人間性を育むよう 努めます。

子ども たちが社会で生き る実践力を高める教育が行われるよう 、 キャ リ ア教育の充実を図り ま

す。

・ 先輩に学ぶ講演会を中学生に対する進路指導の一環と し て位置づけ、 生き るこ と の意義を考え

さ せると と も に、 将来に向かっ てたく まし く 生きるための夢と 希望をも たせ、 主体性のある子

ども の育成を図り ます。

（ 先輩に学ぶ講演会実施事業）

〇学校選択制の実施

自分の進路を自ら が決めるこ と により 、 中学校生活への自主的・ 自律的な心構えが育つよう 努

めます。

・ 富山市立小学校６ 年生が、 通学区域内の中学校を含め、 市立全中学校の中から 入学し たい学校

を選択できるよう 、 学校選択制を実施し ます。

・ 学校を選択する際の参考と なるよう 、 中学校紹介冊子を作成し 、 小学校６ 年生に配付すると と

も に、 学校公開日を設定し 、 授業、 部活動、 学校行事等を参観でき る機会を提供し ます。

（ 学校選択制施行事業）
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【 参考指標（ 数値目標）】

〇キャ リ ア教育の推進

指標の名称
社会に学ぶ「 1 4 歳の挑戦」 での体験が、 自分の生き 方を 考える 契機と なっ たと 答え

る生徒の割合

指標の説明

社会に学ぶ「 1 4 歳の挑戦」 アン ケート 「 自分の生き 方を 考える 機会になり まし たか」

の質問に対し て、「 と ても よ い機会になっ た」「 まあまあよ い機会になっ た」 と 答える

生徒の割合

目標設定の

考え方
令和 1 0 年度までに 9 5 ％以上を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

9 1 .5 ％ 9 5 .0 ％以上 9 5 .0 ％以上

〇キャ リ ア教育の推進

指標の名称 将来の夢や目標を も つ生徒の割合

指標の説明
全国学力・ 学習状況調査の生徒への質問事項「 将来の夢や目標を も っ ていますか」 の

質問に対し て、「 当てはまる 」「 どち ら かと いえば当てはまる 」 と 答える 生徒の割合

目標設定の

考え方

令和 1 0 年度までに 6 9 ％を 目指す。

※参考数値…6 8 .2 ％（ H3 0 年度）

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R5 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

6 2 .4 ％ 6 9 .0 ％ 7 5 .0 ％

〇学校選択制の実施

指標の名称 「 今の中学校に入学し てよ かっ た」 と 思う 生徒の割合

指標の説明

学校選択制に関する アン ケート （ 3 年に 1 度実施） において、「 今の中学校に入学し

てよ かっ たと 思いますか」 の質問に対し て、「 よ かっ た」「 だいたいよ かっ た」 と 答え

る生徒の割合

目標設定の

考え方
全ての生徒が、 自分で選択し 、 入学し た中学校での生活に満足する こ と を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R5 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

9 6 .3 ％

1 0 0 .0 ％

（ 3 年に 1 度のため

R8 年度実施予定）

1 0 0 .0 ％

（ 3 年に 1 度のため

R1 4 年度実施予定）
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（ ２ ） 確かな学力の定着

【 現状と 課題】

小・ 中学校における確かな学力の定着

令和５ 年度の全国学力・ 学習状況調査において、 本市の教科区分別の平均正答率は、 小学校で

は国語・ 算数、 中学校では国語・ 数学・ 英語、 全ての教科において全国を上回り まし た。 こ のこ

と は、 各学校において、 日頃から 指導内容や方法に工夫を重ね、 熱心に学習指導に取り 組んでき

た結果と 考えら れます。 一方、複数の資料から 事柄や情報を読み取り 、それら を関連づけて考え、

自分の意見と し て表現するこ と については課題があり ます。 今後も 、 子ども たちのさ ら なる学力

向上を目指し 、 指導の改善に取り 組んでいく 必要があり ます。

理科教育については、 令和５ 年度富山市中学校１ 年生学力調査（ 理科） において、 抽出平均点

は前年度を上回っ ています。 特に正答率の高い問題と し ては、 観察や実験を通し て、 実感を伴い

ながら 理解し た自然の事象や現象の内容を問う 問題が挙げら れ、 基礎的・ 基本的な知識・ 技能を

習得し ていると 考えら れます。 一方、実験や観察の結果から 性質や規則性について説明するなど、

理科の見方・ 考え方を働かせながら 自分の考えを表すこ と に課題があり ます。

外国語教育については、 小学校では令和２ 年度から 小学校３ ・ ４ 年生で年間 3 5 時間の外国語

活動、 小学校５ ・ ６ 年生では年間 7 0 時間の外国語科が実施さ れています。 また、 中学校の英語

では、 引き 続き 年間 1 4 0 時間と なっ ています。

小・ 中学校においては、外国語活動指導助手（ ALT） を配置するなど、外国語教育の充実を図っ

ていると こ ろですが、 引き 続き、 子ども たちがネイ ティ ブな発音に触れる機会を増やし ていく と

と も に、 教員が実践的な指導力を身に付けるこ と ができ るよう 、 指導力を向上し ていく こ と が求

めら れています。

■全国学力・ 学習状況調査結果の平均正答率

小学校６ 年 中学校３ 年

国　 語 算　 数 国　 語 数　 学 英　 語

令和元年度 富山市 7 0 7 0 7 6 6 5 －

富山県 6 8 6 9 7 6 6 5 －

全　 国 6 4 6 7 7 3 6 0 －

令和５ 年度 富山市 6 9 6 5 7 1 5 4 4 8

富山県 6 9 6 5 7 1 5 4 4 6

全　 国 6 7 6 3 7 0 5 1 4 6

資料： 全国学力・ 学習状況調査（ 文部科学省）
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7 .37 .3 1 3 .31 3 .3 3 5 .13 5 .1 3 1 .73 1 .7
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■全国学力・ 学習状況調査（ 令和５ 年度） から

・ 学校の授業時間以外に、普段（ 月～金曜日）、１ 日あたり どれく ら いの時間、勉強をし ますか。

（ 児童生徒への質問）

・ 英語の勉強は好き ですか。（ 児童生徒への質問）
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小・ 中学校の連携

小・ 中学校では、 こ れまでも 、 小学校卒業から 中学校入学への移行期において、 子ども がギャ ッ

プを感じ るこ と なく 、 安心し て中学校生活を送るこ と ができるよう 、 小中連携を図り 、 学習指導、

生徒指導等において教職員間の情報交換を行う と と も に、 児童生徒の交流活動を進めています。

本市では、 学習指導の点で、 小・ 中学校での９ 年間の学びを一体のも のと 捉え、 発達段階を踏

まえた一貫性のある継続的な指導が大切であるこ と から 、 小中連携等による学力向上に取り 組ん

でいます。 こ う し た取組を通し て、 小・ 中学校が共通の目標を立て、 系統性を明確にし た学習を

行う こ と は、 子ども の学力向上に結びつく こ と が明ら かになっ ています。

今後も 、 子ども たちのさ ら なる学力向上を目指し 、 課題を明ら かにし て、 指導の改善に取り 組

んでいく こ と が大切です。

幼児教育の充実

幼児教育においては、 教育課程に基づく 活動を考慮し 、 幼児期にふさ わし い無理のない活動に

なるよう に、 指導計画の作成及び教育活動の充実を目指し て、 幼稚園教諭等の研修を重ねていく

必要があり ます。

私学の振興

私立学校においては、 多様化する市民のニーズに応じ た特色ある教育研究の推進が求めら れて

おり 、 建学の精神に基づく 個性豊かな活動が展開さ れています。 また、 近年の少子化等の影響も

あり 、 私立学校をめぐ る経営環境は厳し い状況にあると 考えら れます。

【 施策方針と 主な取組】

〇学力向上の推進

全国学力・ 学習状況調査結果の分析を行い、 成果と 課題を検証し ます。

また、 子ども の確かな学力の定着と 向上に向け、 小 ･ 中学校９ 年間の学びを見通し て目標や方

策を立て、 確かな学力の育成を図るための実践・ 研究に取り 組みます。 　

・ 全国学力・ 学習状況調査結果から 、 本市の子ども たちの傾向等を分析し 、 成果と 課題を検証し

ます。

・ 検証結果については、 学校訪問や研修会等の機会を と ら え 、 教育指導の充実、 改善に活用

し ます。

（ 学力調査実施事業）

〇理科教育の推進

小学校で、 子ども の理科における「 科学的思考・ 表現」 の向上を図るため、 理科の時間におけ

る観察・ 実験活動の充実、 指導に必要な環境整備等を進めます。

・ 小学校の希望に応じ て、 ３ ～６ 年の理科の授業に観察実験アシスタ ント を配置し ます。

（ 理科教育推進事業）



1 6

〇外国語教育の充実

子ども たちの外国語によるコ ミ ュ ニケーショ ン能力の向上を図ると と も に、 外国語教育の充実

及び国際理解教育の推進に努めます。

・ Ａ Ｌ Ｔ を、 市内全ての小・ 中学校に配置し ます。

・「 小学校外国語夏季集中研修会」 等を通し て、 小学校教員の指導力の向上を目指し ます。

（ 外国語指導助手配置事業／小学校教員語学研修事業）

〇小・ 中学校の連携

各種調査結果やこ れまでの小中連携を中心と し た学力向上実践拠点校の取組を参考に、 小・ 中

学校９ 年間の学びを通し た目標を設定・ 共有し 、 方策を立てて取り 組みます。 また、 学校の実態

に応じ た連携のための組織づく り 、 連携内容を研究し 、 確かな学力を育成するための実践を行う

と と も に、 その研究の成果について小・ 中学校に普及を図り ます。

・ 実践研究拠点校を中学校区で指定し 、 拠点校が効果的な小中連携の取組を実施できるよう 必要

な指導・ 助言を行います。 また、 拠点校の実践事例や研究成果の普及に努め、 教員の指導力の

向上を図り ます。

（ 指導力向上推進事業）

〇幼児教育の充実

幼稚園における一時預かり 事業では、 通常の教育時間終了後や長期休業中等に、 希望者を対象

に教育活動を行います。 指導計画については、 幼児の健康と 安全に留意し 、 成長を支えるよう な

活動の計画を作成すると と も に、 地域の様々な資源を活用し つつ、 様々な体験ができるよう に努

めます。

また、 幼児の発達に即し て一人ひと り の幼児が幼児期にふさ わし い生活を展開し 、 必要な経験

を得ら れるよう にするために具体的な指導計画を作成し ます。

・ 幼児の実態及び幼児を取り 巻く 状況の変化などに即し て指導過程についての反省や評価を適切

に行い、 常に指導計画の改善を図り ます。

・ 幼児が様々な人やも のと のかかわり を通し て、 多様な経験をするこ と で、 心身の調和のと れた

発達を促すよう にし ます。

・ 幼児の生活は、 家庭を基盤と し て地域社会を通じ て次第に広がり をも つも のであるこ と に留意

し 、 家庭と の連携を十分に図り 、 幼稚園における生活が家庭や地域と の連続性を保ちつつ展開

さ れるよう に努めます。

・ 親子サーク ルの実施と 充実を図り ます。

（ 幼稚園子育て支援事業）

〇私学の振興

学校教育の振興を図るため、 私立学校の運営等を支援し ます。

・ 教育の振興に寄与すると 認めら れる事業に対し 、 経常的経費や教材・ 教具に要する経費を助成

し ます。

（ 私立学校振興補助事業）
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【 参考指標（ 数値目標）】

〇理科教育の推進

指標の名称 観察実験アシスタ ン ト 配置によ る 指導の充実度

指標の説明

配置さ れた学校の教員に対する アン ケート 調査において 、「 観察実験アシスタ ン ト を

配置し たこ と の成果と し て、 児童に対し 、 自ら 考えた予想や仮説を も と に、 観察、 実

験の計画を 立てる こ と ができ る よ う な指導を 行う こ と ができ たか」 の質問に対し 、「 よ

く 行う こ と ができ た」「 どち ら かと いえばよく 行う こ と ができ た」 と 答える 割合

目標設定の

考え方
令和 1 0 年度までに 8 2 ％と なるこ と を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

7 7 .7 ％ 8 2 .0 ％ 8 6 .0 ％

〇外国語教育の充実

指標の名称 ALT の人数／ ALT が担当する１ ク ラ スあたり の授業時数

指標の説明 Ａ Ｌ Ｔ の配置数

目標設定の

考え方

１ 学級あたり 、 小学校では外国語活動・ 外国語科の年間時数の半分程度、 中学校では

１ 週間に４ 時間ある 英語のう ち １ 時間を ALT と のテ ィ ーム・ テ ィ ーチン グが行える

よう に配置する。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

3 3 人

2 8 .8 時間

3 0 人

3 0 .0 時間

3 0 人

3 0 .0 時間
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（ ３ ） 豊かな心の育成

【 現状と 課題】

いじ め防止と 人権を尊重する心の育成

いじ め防止対策推進法が施行さ れて以降、 いじ めの積極的な認知が進み、 いじ めの認知件数は

増加の傾向にあり ます。

いじ めは、 どの子ども にも 、 どの学校にも 起こ り う る問題であり 、 悩みや不安等の心理的スト

レスに加え、 家庭環境が要因になるなど複雑化すると と も に、 問題解決にあたっ ての困難度が増

し ています。 また、 いじ めだけでなく 児童虐待や暴力事件、 SN S やイ ンタ ーネッ ト 上のト ラ ブ

ル等、 問題も 多様化、 複雑化し ています。 そのため、 一人ひと り がお互いを多様な存在と し て認

め、 いじ めをし ない態度や能力を身に付けるよう な働き かけが求めら れています。

また、 子ども たちのスマート フ ォ ンを所持する割合が年々増加し ているため、 情報モラ ルを身

に付けさ せるこ と が重要です。 さ ら に、 一人１ 台端末の活用頻度は小学校高学年が最も 高いこ と

から 、 その段階から 情報社会について正し く 理解し 、 情報環境と の適切な向き合い方を身に付け

るこ と が求めら れています。

人権や福祉については、 子ども の発達段階や実態に応じ て、 人権の意義や重要性について正し

く 理解さ せ、 様々な状況下で適切な態度や行動を取れるよう な指導を継続し 、 自他敬愛の態度の

育成を図るこ と が大切です。 また、 学校においては、 自分たちの周り や地域にも 福祉に関する課

題があるこ と に気づき 、 地域に住む一員と し て、 その課題解決に取り 組も う と する気持ちを育て

るこ と が必要です。

　 ■いじ め・ 暴力行為の現

資料： 児童生徒の問題行動・ 不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（ 文部科学省）

いじ めの認知件数（ 小学校）

暴力行為の発生件数（ 小学校）

いじ めの認知件数（ 中学校）

暴力行為の発生件数（ 中学校）

0

2 0 0

4 0 0

6 0 0

8 0 0

1 0 0 0

1 2 0 0

H3 0 年度

（ 件）

（ 件）

（ 件）

（ 件）

R１ 年度 R２ 年度 R３ 年度 R４ 年度 H3 0 年度 R１ 年度 R２ 年度 R３ 年度 R４ 年度
0

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

8 0 0

0

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

0

5 0

1 0 0

1 5 0

2 0 0

2 5 0

3 0 0

3 5 0

4 0 0

H3 0 年度 R１ 年度 R２ 年度 R３ 年度 R４ 年度 H3 0 年度 R１ 年度 R２ 年度 R３ 年度 R４ 年度

455455

52 652 6

379379

612612

69 369 3

192192

298298
2 832 83

2 142 14

332332 3 383 38

145145
1 661 66

8 78 7

121121
1 411 41

24 524 5

166166
208208 21 221 2

7 947 94

36 236 2

19 219 2

32 732 7

22 022 0

17 817 8

2 202 20

40 440 4

5 545 54

53 053 0

48 848 8
50 150 1

1 04 91 04 9

73 973 9

84 184 1

11 0711 07

47 947 9

3 453 45 37 937 9

46 846 8
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自然と 触れ合う 体験活動の充実

子ども が今まで以上に主体性をも っ て生活するこ と が必要と なっ ている中で、学校においては、

自然体験活動、 社会体験活動などを通し て実感を伴っ た学習を進めるこ と で、 より 豊かな人間性

を養う こ と が必要です。 新型コ ロナウイ ルス感染症拡大の影響も あり 、 令和３ 年度までは立山登

山や宿泊学習の中止が相次ぎまし たが、 令和４ 年度より 、 自然体験活動を再開し ている学校が増

えています。

学校での読書活動の推進

学校図書館については、 児童生徒の読書離れが指摘さ れる中で、 知的活動を増進し 、 健全な教

養の育成を図るため、 学校の読書活動を推進する環境づく り が求めら れています。

図書現有率については、 平成 18 年度から 平成 2 7 年度ま での 1 0 か年計画において重点的

に図書の整備を 行っ た結果、 学校全体では、 文部科学省が定める「 学校図書館図書標準」 によ

る 蔵書数に達し まし た。 蔵書数についても、 令和４ 年度末にすべての小学校・ 中学校において

1 0 0 % を 達成し ており 、 その環境を 維持し ていく ため、 今後も 学校図書の整備の継続・ 充実を

進めていく 必要があり ます。

学校司書については、 分校を除く 小・ 中学校全てに配置し ています。 今後も 計画的に学校司書

を配置し 、 学校司書の専門性を向上するための研修を行い、 学校図書館の整備・ 充実を進めてい

く 必要があり ます。

【 施策方針と 主な取組】

〇人権教育の推進

日頃から 教員自身が人権感覚の高揚に努め、 子ども たちの身近な問題から 、 人権について考え

たり 、 体験的な学習を積極的に取り 入れたり するなど、 課題解決に取り 組めるよう 努めます。

・ 人権教育や人権教育推進研修会、 人権教育の指導事例集の発刊等を通し て、 児童生徒、 教職員

の人権意識を高めると と も に一人ひと り がかけがえのない存在であるこ と を自覚し 、 互いに人

間と し て尊重し 合う 心と 態度を育てます。

（ 人権尊重教育事業）

子ども たちが人権意識を高め、 共生的な社会の一員と し ての市民性を育み、 子ども たちが心身

と も に健やかに成長できるよう 、 学校と 家庭、 地域、 関係機関と の連携を図り ながら 、 いじ めの

未然防止と 解消に努めます。

・ いじ めを生まない学校づく り を目指し て、 道徳科や学級活動等の充実を図るための教員研修や、

「 いじ め発見」 チェ ッ ク リ スト の活用、 学校組織と し ていじ めの未然防止、 早期発見、 早期対

応に努める実効的な組織体制づく り を進めます。

・ 各学校においては、 いじ めの定義を踏まえたいじ めの的確な認知の在り 方や、 認知し た初期段

階から 組織的な対応をき め細かく 行う こ と に関する研修を改めて行う など、 教員への研修を徹

底し ます。

・ 学校に対し ては、 定例校園長会、 研修会等の機会を通し て、 いじ めの有無に関わら ず、 ト ラ ブ

ル等を察知し た時点で、 市教育委員会への報告を徹底するよう 指導し ます。
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・ 各学校が認知し たいじ めのう ち、 未解消のも のについては、 市教育委員会から 、 定期的に状況

を確認し 、 必要に応じ て、 外部人材の紹介等の助言を行います。

・ 各学校が行う 調査結果の途中経過や対応の進捗について、 本人及び保護者に適宜報告する よ

う 、 市教育委員会から 各学校に指導助言を行います。

（ いじ め防止対策）

〇道徳教育の推進

子ども の発達段階や実態に応じ て、 人権尊重の精神や生命に対する畏敬の念、 生きる喜びや夢

を与え、 人と し て生き るこ と を深く 考えるこ と ができ るよう な道徳教育の充実を図り ます。 子ど

も たちが心身と も に健やかに成長できるよう 、 学校と 家庭、 地域、 関係機関と の連携を図り なが

ら 、 問題行動の解消と 未然防止に努めます。

・ 子ども の発達段階や実態に応じ て、 特別の教科「 道徳」 を要と し 、 教育活動全体を通じ て道徳

的諸価値に基づいて考えるこ と を 大切にし た指導を 心がけるこ と で、「 道徳的判断力・ 心情・

実践意欲と 態度」 を育てます。

・ 児童生徒が命の連続性の中に自ら の生命が位置づいているこ と に気付く と と も に、 命が限り あ

るも のであるこ と について理解を深め、 かけがえのない命を尊重する心を育みます。

・ 家庭や地域社会と 相互理解を深め、 連携・ 協力し て指導の充実に努めます。

・ 子ども に豊かな感性や情操を育んでいけるよう な体験的な活動、 地域の人材や多様な価値観に

ふれる交流活動を推進し ます。

・ 教員の資質向上、 道徳科の時間の質を高める授業改善、 指導力の向上につながる研修を進めま

す。

（ 特別の教科「 道徳」 の着実な実施）

〇情報モラ ル教育の推進

子ども たちが情報社会で適正な活動を行う ための基礎と なる考え方と 態度を育成し ます。

・ 市内の小学５ 年生全児童を対象と し た「 情報モラ ル小５ 講座」 を行います。

・ 講座後のアンケート 結果を学校と 共有するこ と で個別の指導に生かし ます。

・ ４ 年次教員研修「 情報モラ ル教育に関する研修会」 を行う など、 ネッ ト ト ラ ブル等への対応に

ついて的確な研修を実施し 、 教員の指導力向上を図り ます。

・ 生成Ａ Ｉ については、 情報を収集し 、 国の方針に従っ て適切に対応し ます。

（ 情報モラ ル教育の推進）

〇福祉教育の推進

子ども たちが自ら を見つめ、 生き がいや思いやり の心をも ち、 共に支え合っ てより よく 生き よ

う と する意欲や態度を育てます。

・ 各学校で、 教科等の関連を図り 、 福祉に関する学習内容や活動を指導計画に位置づけます。

・ 福祉施設訪問、 交流活動、 募金活動等、 幅広く 多様な体験活動を実施し ます。

・ 学校と 家庭、 地域、 関係機関と の連携を図り ます。

（ 福祉に関する学習や活動の実施）
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〇体験活動の充実

豊かな自然環境の中で、 野外活動や各種の体験活動のほか、 学校や家庭では味わう こ と のでき

ない集団生活の体験の機会を通じ て、 信頼や友情、 奉仕の精神等、 心身の調和のと れた健全な育

成を図るための活動を行います。

・ 小・ 中学生が郷土の多様な自然のよさ を学ぶ自然体験活動を行う 機会の充実のため、 野外教育

活動センタ ーを利用する際の、 輸送バス借上料を助成し ます。

（ 立山登山奨励事業／宿泊学習等を通じ た自然体験活動の実施）

〇読書活動の充実

学校の読書活動を推進するため、 学校図書の整備の継続・ 充実を図ると と も に、 図書館の環境

整備や読書活動の推進の支援等を行う 学校司書を配置し 、 学校司書の専門性向上を図るための研

修を通じ て、 学校図書館の機能の充実を図り ます。

・ 学校図書の整備の継続・ 充実に取り 組みます。

・ 学校司書の配置により 、 児童生徒が図書に親し む機会の充実を図り 、 豊かな心や想像力、 確か

な知識などを育みます。

・ 本に親し み、 学校図書館を 有効に利用するため、 資料や図書の収集・ 分類、 図書の貸し 出し 、

読書案内、 読み聞かせ等に携わる学校司書を配置し ます。 また、 学校図書館の役割や児童生徒

への読書活動の支援方法について学校司書の専門性向上を図るための研修を行います。

（ 学校図書の整備の継続・ 充実／学校図書館充実事業）

【 参考指標（ 数値目標）】

〇人権教育の推進

指標の名称 いじ めの解消率

指標の説明

「 児童生徒の問題行動・ 不登校等生徒指導上の諸課題に関する 調査」 に基づく 小・ 中

学校のいじ め解消率

※いじ めの解消については、

（ １ ） いじ めの行為が止んでいるこ と （ 少なく と も３ カ 月間）

（ ２ ） 被害を受けた子ども が心身の苦痛を感じ ていないこ と 　 を満たし ている必要がある。

目標設定の

考え方
小・ 中学校で発生し たいじ めについて、 解消率 1 0 0 % を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

7 7 .4 % 1 0 0 .0 % 1 0 0 .0 %
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（ ４ ） 健やかな体の育成

【 現状と 課題】

子ども の体力向上

「 令和４ 年度全国体力・ 運動能力、運動習慣等調査」 の結果によると 、全８ 種目の体力合計点は、

小学校５ 年生の男女、 中学校２ 年生の男女と も に全国平均値を上回っ ています。 し かし 、「 握力」

は小５ 男子以外、「 上体起こ し 」 では小５ 女子以外が全国平均値をそれぞれ下回っ ており 、「 筋力」

や「 筋持久力」 の向上に課題が見ら れます。 また、 令和３ 年度の本市の結果と 比較すると 、 一部

の種目を除いて、 体力合計点が下降傾向を示し ているこ と から 、 教育活動全体を通し て、 運動量

の確保を図ると と も に、 子ども の運動習慣を定着さ せていく こ と が課題と なっ ています。

■児童生徒の体力・ 運動能力の状況（ 令和４ 年度）

　 種目
握力

上体

起こ し

長座

体前屈

反復

横と び

2 0 m

シャト ルラン
5 0 m 走 立ち幅と び

ソフト

ボール投げ

体力

合計点

（ kg） （ 回） （ cm ） （ 回） （ 回） （ 秒） （ cm ） （ ｍ） （ 点）

小
学
校
５
年
生

【
男
子
】

富山市 1 6 .2 4 1 8 .7 2 3 3 .7 8 4 2 .0 6 4 9 .2 5 9 .5 3 1 5 5 .4 9 2 0 .8 4 5 3 .3 4

富山県 1 6 .5 5 1 8 .9 8 3 3 .8 9 4 2 .8 0 5 0 .9 6 9 .5 4 1 5 5 .0 6 2 1 .5 2 5 3 .9 4

全　 国 1 6 .2 1 1 8 .8 6 3 3 .7 9 4 0 .3 6 4 5 .9 2 9 .5 3 1 5 0 .8 3 2 0 .3 1 5 2 .2 8

【
女
子
】

富山市 1 5 .8 1 1 8 .0 0 3 8 .3 7 4 0 .6 5 3 9 .8 9 9 .6 9 1 5 0 .2 0 1 4 .1 9 5 5 .7 6

富山県 1 6 .2 3 1 8 .1 9 3 8 .3 9 4 1 .5 1 4 2 .2 7 9 .6 5 1 5 0 .4 1 1 4 .4 6 5 6 .6 8

全　 国 1 6 .1 0 1 7 .9 7 3 8 .1 8 3 8 .6 6 3 6 .9 7 9 .7 0 1 4 4 .5 5 1 3 .1 7 5 4 .3 1

中
学
校
２
年
生

【
男
子
】

富山市 2 8 .5 1 2 5 .4 1 4 4 .1 0 5 1 .4 3 7 8 .4 7 8 .1 2 1 9 8 .2 8 2 0 .6 1 4 1 .0 8

富山県 2 8 .7 3 2 5 .1 9 4 4 .2 4 5 1 .0 1 8 0 .5 6 8 .1 0 1 9 9 .0 9 2 0 .6 7 4 1 .0 9

全　 国 2 8 .9 9 2 5 .7 4 4 3 .8 7 5 1 .0 5 7 8 .0 7 8 .0 6 1 9 6 .8 9 2 0 .2 8 4 1 .0 4

【
女
子
】

富山市 2 2 .7 4 2 1 .3 8 4 6 .0 5 4 5 .8 2 5 2 .0 0 9 .0 0 1 6 9 .8 5 1 2 .8 4 4 7 .7 6

富山県 2 2 .9 0 2 1 .2 7 4 6 .3 2 4 5 .9 3 5 4 .1 3 8 .9 9 1 7 0 .0 8 1 2 .9 5 4 8 .0 8

全　 国 2 3 .2 1 2 1 .6 7 4 6 .0 7 4 5 .8 1 5 1 .6 0 8 .9 6 1 6 7 .0 4 1 2 .4 5 4 7 .4 2

資料： 全国体力・ 運動能力、 運動習慣等調査（ 文部科学省）

子ども の健康増進

社会環境や生活環境の変化は、子ども の心身の健康に大き な影響を与えるも のであり 、高血圧・

脂質異常症・ 肥満・ 糖尿病などの生活習慣病の傾向が子ども の頃から 見ら れるほか、 将来の生活

習慣病にも つながるも のと 懸念さ れます。

生活習慣病の予防を図るためには、 子ども と その保護者に生活習慣病を正し く 理解さ せ、 保護

者と の連携により 、 日常生活における食事や運動不足などをいかに改善さ せるかが課題と なっ て

います。
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学校における食育の推進

学校における食育の推進を図るため、 食育基本法において、 ①学校における食育推進のための

指針の作成に関する支援、 ②食育に関する指導体制の整備、 ③地域の特色を生かし た学校給食の

実施、 ④体験活動を通じ た子ども の食に関する理解の促進、 ⑤食事が心身の健康に及ぼす影響等

についての知識の啓発など、 必要な施策を講ずるこ と が求めら れています。

こ う し た中、 本市では、 食に関する指導の充実、 学校給食の充実と 安全性の確保などに対する

取組が課題と なっ ています。

　

【 施策方針と 主な取組】

〇体力の向上

各校において、 体力や運動能力に関する各種調査結果の分析と 、 目標の設定や見直し を 行い、

主体性のある児童生徒の育成を目指し た体育（ 保健体育） 科の授業改善を図り ます。

また、 学校生活全体を通し て、 体力・ 運動能力の向上や運動習慣の定着を図る取組の工夫を行

います。

・「 全国体力・ 運動能力、 運動習慣等調査」 や「 富山県児童生徒体力運動能力調査」 等の調査結

果を分析し 、 各校の課題に応じ た運動の機会を体育（ 保健体育） の授業や朝活動、 運動部活動

等に取り 入れていき ます。

・ ICT を効果的に活用し ながら 、 個人で試行錯誤する場面と 仲間と 学び合う 場面の２ つの活動を

児童生徒の実態と そのニーズに応じ て取り 入れます。

（ 体力の向上（ 全国体力・ 運動能力、 運動習慣等調査））

〇学校保健の充実

生活習慣病を早期に発見するため、 検診を行い、 医療機関への受診を勧奨すると と も に、 保護

者と の連携により 、 生活習慣の改善指導を行い、 健康な児童生徒の増加を図り ます。

・ 小学校４ 年生、中学校１ 年生を対象にコ レステロール値の測定などを行う 検診（ すこ やか検診）

を実施し 、 要医療と 判定さ れた児童生徒に対し て医療機関への受診を勧奨し ます。

・ 現在の状況を把握し 、 生活習慣の改善につなげても ら う ため、 受診に至ら ない児童生徒の原因

を調査し 、 すこ やか検診の受診率向上を図り ます。

・ すこ やか検診において、 要医療・ 経過観察・ 生活指導と 判定さ れた児童生徒と 保護者に対し 、

専門医や栄養士による個別相談、 指導など（ すこ やか教室） を実施し ます。

・ 学校においては、 家庭教育と の連携を図ると と も に、 保健指導や食指導を活用し 、 正し い生活

習慣を身に付けさ せるよう 取り 組みます。

（ 小児生活習慣病予防対策事業）
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〇学校給食と 食育の充実

給食の時間、 家庭科、 総合的な学習の時間などを通じ て学校における食育を組織的・ 計画的に

推進するため、 学校における食育指導体制の充実を図ると と も に、 学校給食を活用し た食育の推

進を図り ます。

・ 食材に関する体験学習会の開催により 、 子ども の食に関する理解を深めます。

・ 学校給食における地場産野菜等（ 富山市産も し く は富山県産） の使用により 、 給食の充実を図

り ます。

・ 食物アレルギーなど食の安全に対する取組を行います。

（ 食育と 地産地消の推進）

【 参考指標（ 数値目標）】

〇体力の向上

指標の名称 体力合計点

指標の説明
「 全国体力 ･ 運動能力、 運動習慣等調査（ 小学校５ 年生・ 中学校２ 年生対象）」 におけ

る体力合計点の本市平均点

目標設定の

考え方

毎年、 前年の本市平均点を 上回る こ と を 目指す。

※参考数値…5 1 .5 点（ H3 0 年度）

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

4 9 .6 点 5 1 .6 点 5 2 .6 点

食材に関する 体験学習会の様子
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〇学校保健の充実

指標の名称 健康な児童生徒の割合

指標の説明 すこ やか検診における要医療・ 経過観察の判定を 受けていない児童生徒の割合

目標設定の

考え方

令和 1 0 年度までに 9 0 ％を 目指す。

※参考数値…8 6 .0 ％（ H3 0 年度）

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

8 3 .7 ％ 9 0 .0 ％ 9 0 .0 ％

〇学校給食と 食育の充実

指標の名称 食材に関する 体験学習会の開催

指標の説明 学校給食用食材に関する 学習会の開催回数

目標設定の

考え方

学校から の開催要望を 受けて、 積極的に学習会を 行う こ と と し 、 1 0 年後を 見据えて、

令和 1 0 年度まで毎年 2 5 回の開催を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

年 2 4 回 年 2 5 回 年 3 0 回

〇学校給食と 食育の充実

指標の名称 学校給食における 地場産野菜等の品目数

指標の説明 学校給食に使用する 地場産野菜等（ 富山市産も し く は富山県産） の品目数

目標設定の

考え方
地場産野菜等を 毎年 4 0 品目使用する こ と を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

3 8 品目 4 0 品目 4 0 品目
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（ ５ ） 現代的・ 社会的課題に対応し た学習等の充実

【 現状と 課題】

持続可能な社会を目指す環境教育の推進

　 本市は、 国・ 内閣府から 、 平成 2 3 年 1 2 月に全国 1 1 都市・ 地域の一つと し て「 環境未来都市」

に選定さ れまし た。 また、 平成 3 0 年６ 月に経済・ 社会・ 環境の分野を 巡る広範な課題に統合的

に取り 組む「 SD Gs（ ※１ ） 未来都市」 に選定さ れまし た。

　 本市の子ども たちには、 将来の世代にわたり 、 恵み豊かな生活を確保でき るよう 、 持続可能な

社会づく り の担い手と し ての心と 態度を育てていく こ と が大切です。 そのため、 地球上の資源・

エネルギーの有限性や気候変動、 貧困・ 人権問題等を自ら の問題と し て捉え、 安心し て生活でき

る持続可能な社会を創造し ていく こ と を目指す学習や教育（ ESD ） （ ※２ ） の推進が求めら れていま

す。

　 また、 環境と 人間と の関わり に関心をも ち、 環境を大切にする心と 態度を育てるこ と が大切で

す。 環境に対する豊かな感受性を育むため、 自然観察や体験活動を取り 入れた学習が求めら れて

います。

※１ 　 SD G s（ Susta inab le D eve lo p m ent G o a ls）

…　 2 0 3 0 年に向けて世界が合意し た持続可能な 1 7 の達成目標

※２ 　 ESD （ Ed uca tio n fo r Susta inab le D eve lo p m ent）

…　 地球的視野で考え、 環境、 貧困、 人権、 平和、 開発と いっ た様々な課題を 自ら の問題と し て

捉え、 身近なと こ ろ から 取り 組み、 持続可能な社会づく り の担い手と なる よ う に人々を 育成

し 、 意識と 行動を 変革する こ と を 目的と する 教育

福祉教育の推進

　 社会が多様化し 、 変化し ていく 中で、 福祉に関する様々な問題が生じ ており 、 子ども たちが将

来にわたっ て、 共に支え合っ て生き よう と する意欲や態度を育てるこ と が求めら れています。

　 学校では、 自分たちのまわり や自分の住む地域にも 福祉に関する課題があるこ と に気づき 、 地

域に住む一員と し て、 その課題解決に取り 組も う と する気持ちを育てるこ と が必要です。

防災教育の推進

　 災害等から 自分の命を守るためには、 自ら 考え行動する力が求めら れています。

　 し かし 、 中には避難する態度が身に付いていない児童生徒も いるこ と から 、 繰り 返し 訓練を実

施し 、 主体性のある子ども を育成するこ と が大切です。
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【 施策方針と 主な取組】

〇環境教育の推進

　 学校、 家庭、 地域と 連携し 、 子ども たちの身近な問題から 考え、 課題解決に取り 組めるよう 努

めます。

・ SD Gs － ESD の考え方を生かし た学習活動の推進に努めます。

・「 富山 ESD 講座」 における教職員の研修・ 学校間交流を行います。

・「 SD Gs － ESD シンポジウム」 を開催し ます。

・ ユネスコ スク ール（ ※） を増やし ます。

※　 ユネスコ スク ール　

…　 ユネスコ 憲章に示さ れたユネスコ の理想を 実現する ため、

（ 1 ） 地球規模の問題に対する 国連システムの理解、（ 2 ） 人権、 民主主義の理解と 促進、

（ 3 ） 異文化理解、（ 4 ） 環境教育、 と いっ たテーマについて、 質の高い教育を 実践する 学校。

（ SD Gs － ESD 推進事業）

環境に関する 見方や考え方を 育むため、 自ら 問題を 見つけ、 検証し ていく 問題解決的な学習

（ PBL) を工夫し 、 環境や環境問題を統合的に把握でき るよう にし ます。

・ 各教科、 道徳、 特別活動、 総合的な学習の時間のそれぞれの特性に応じ 、 環境に関する学習を

計画的に行います。

・ 環境に働きかける実践力を育むため、 富山エコ タ ウン等の環境に係る施設への訪問や、 出前授

業等で専門家による講演を実施し ます。

（ 環境に関する学習の推進）

〇福祉教育の推進（ 再掲）

………子ども たちが自ら を見つめ、 生き がいや思いやり の心をも ち、 共に支え合っ てより よく 生き よ

う と する意欲や態度を育てます。

・ 各学校で、 教科等の関連を図り 、 福祉に関する学習内容や活動を指導計画に位置づけます。

・ 福祉施設訪問、 交流活動、 募金活動等、 幅広く 多様な体験活動を行います。

・ 学校と 家庭、 地域、 関係機関と の連携を図り ます。

（ 福祉に関する学習や活動の実施（ 再掲））

〇防災教育の推進

児童生徒が自分の命を守るための資質や能力を身につけ、 緊急時においても 冷静に行動でき る

よう に取り 組みます。 また、 各学校で作成する危機管理マニュ アルを実情に合わせて見直し 、 改

善を図るよう 指導し ます。

・ 各学校において、 火災・ 自然災害等を想定し た避難誘導訓練を行い、 実践を振り 返り 、 より 実

効性のある危機管理マニュ アルになるよう 、 見直し や改善を図り ます。

（ 危機管理マニュ アルの周知、 避難誘導訓練の実施）
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２ 　  基本的な方向２ 　 多様な学びの場の提供及び質の高い学校教育環境の整備

【 目標（ 目指すべき 成果）】

（ １ ） 多様な教育ニーズ及び支援を必要と する子ども への対応

【 現状と 課題】

いじ めなどの悩みを抱える子ども への支援

いじ めは、 どの子ども にも 、 どの学校にも 起こ り う る問題であり 、 いじ める側と いじ めら れる

側が入れ替わるなど、 大人から は見えにく い場合が多く 、 子ども の人権に直接つながる深刻な問

題でも あり ます。 いじ め問題については、 悩みや不安等の心理的スト レスに加え、 家庭環境が要

因になるなど複雑化すると と も に、 問題解決にあたっ ての困難度が増し ており 、 一人ひと り がお

互いを多様な存在と し て認め、 いじ めをし ない態度や能力を身につけるよう な働き かけが求めら

れています。

いじ めや不登校、 児童虐待等の原因は、 子ども 本人や保護者だけに求めても 完全に解決するこ

と はでき ません。 そのため、 社会福祉等の専門的な知識や技術を用いながら 、 関係機関と のネッ

ト ワーク を活用し て問題を抱える子ども や保護者に支援を行う スク ールソ ーシャ ルワーカ ー（ ※１ ）

や、 臨床心理について高度な専門的知識・ 経験を有するスク ールカ ウンセラ ー（ ※２ ）、 その他用意

さ れている様々な外部人材を各学校に配置するこ と で、 いじ めや不登校、 児童虐待等の解決を図

るなど、 き め細かい支援体制を構築し ていく こ と が大切です。

※１ 　 スク ールソ ーシャ ルワーカ ー

…　 社会福祉等の専門的な知識や技術を 用いて、 児童生徒が置かれた様々な環境へ働き かけ、 関

係機関等と のネッ ト ワーク を 活用し て、 問題を 抱える児童生徒に支援を 行う 専門家。

※２ 　 スク ールカ ウン セラ ー

…　 児童生徒の臨床心理に関し て高度な専門的知識及び経験を 有する 者で、 児童生徒、 保護者、

教職員の当面する悩みなどについて相談に応じ 、 適切な指導・ 助言を 行う 者。

不登校児童生徒への支援

本市における長期欠席児童生徒の人数は、 過去５ 年間で増加の一途をたどっ ています。 令和５

年３ 月には文部科学省から 「 誰一人取り 残さ れない学びの保障に向けた不登校対策（ CO CO LO

プラ ン （ ※））」 が発出さ れ、 各機関が連携を図り ながら 不登校対策の一層の充実に取り 組むこ と が

求めら れています。 心身に不調のある子ども に気づいて対応できるかどう かは、 日頃の児童生徒

の観察はも と より 、 教員の経験にも 左右さ れると 指摘さ れてき まし た。 心身の不調が原因と なっ

て不登校になる前に、 小さ な SO S に早期に気づいて「 チーム学校」 による組織的な支援を 実施

するこ と が求めら れています。

子ども たちが、 安心・ 安全で質の高い教育環境のも と で教育を受けら れているこ と
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不登校児童生徒のう ち、 市の不登校児童・ 生徒支援事業につながっ た児童生徒の割合は令和４

年度で 1 7 ％程度であり 、 家から 出るこ と ができ ないと 考えら れる不登校児童生徒に対する支援

は喫緊の課題です。 そのため、 適応指導教室や校内適応指導教室等、 子ども たちにと っ て安心で

き る居場所づく り が必要です。

また、 個々の実態に応じ た柔軟なカ リ キュ ラ ムを組むこ と ができ る「 学びの多様化学校（ いわ

ゆる不登校特例校）」 が、 子ども たちの多様な学びの場の新たな選択肢の一つと し て 、 期待さ れ

ています。

※　 CO CO LO プラ ン 　

…　 不登校によ り 学びにアク セスでき ない子ども たちを ゼロにするこ と を 目指し 、 誰一人取り 残さ

れない学びの保障を 社会全体で実現する ために国が掲げたプラ ン 。

　 ■不登校の現状

特別な支援を必要と する子ども への支援

障害者が積極的に参加し 貢献でき る社会の実現が求めら れている中で、 学校においても 、 個別

の教育的ニーズのある子ども が、 自立と 将来の社会参加を見据えて、 他の子ども と 同じ 場で共に

学ぶ環境を整えるこ と が求めら れています。

特別支援学級に在籍する子ども や、 通常の学級において「 授業に集中でき ない」「 友達と う ま

く かかわれない」「 感情のコ ント ロールがう まく でき ない」 などの特別な支援を 必要と する子ど

も が増加傾向にあり ます。 こ う し た特別な支援を必要と する子ども 一人ひと り の障害の状態や発

達段階に応じ た個別の指導・ 支援の充実が課題と なっ ています。

外国人の子ども については、 国籍に関わら ず日本語指導が必要な児童生徒が増加し ており 、 そ

の母語も 多様化し ています。 多文化共生、 人権尊重の精神を育みながら 、 日本語指導が必要な児

童生徒の特性の伸長・ 活用を図るこ と が求めら れています。

資料： 児童生徒の問題行動・ 不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（ 文部科学省）

不登校児童出現率（ 小学校） 不登校生徒出現率（ 中学校）

0 .0 0

1 .0 0

2 .0 0

3 .0 0

4 .0 0

5 .0 0

6 .0 0

7 .0 0

0 .0 0

0 .5 0

1 .0 0

1 .5 0

2 .0 0

2 .5 0

H3 0 年度

（ % ） （ % ）

R１ 年度 R２ 年度 R３ 年度 R４ 年度 H3 0 年度 R１ 年度 R２ 年度 R３ 年度 R４ 年度

0 .6 60 .6 6

3 .6 53 .6 5
3 .9 43 .9 4

4 .0 94 .0 9

5 .0 05 .0 0

5 .9 85 .9 8

2 .8 72 .8 7

3 .0 03 .0 0
3 .1 73 .1 7

3 .3 73 .3 7

3 .4 03 .4 0
3 .5 63 .5 6 4 .2 34 .2 3

4 .6 34 .6 3 5 .1 75 .1 7

5 .5 75 .5 7

0 .9 40 .9 4

1 .3 21 .3 2

1 .8 01 .8 0

2 .0 52 .0 5

0 .8 30 .8 3

1 .0 01 .0 0

1 .3 01 .3 0

1 .7 01 .7 0

0 .6 60 .6 6

0 .7 00 .7 0

0 .8 50 .8 5

1 .1 41 .1 4

1 .5 11 .5 1

1 .8 21 .8 2
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【 施策方針と 主な取組】

〇いじ めなどの悩みを抱える子ども への支援

いじ めが全ての児童生徒に関わるこ と であり 、 いじ めら れた児童生徒の心身に深刻な影響を及

ぼし 、 取り 返し のつかない状況も 生み出す行為であると いう 認識に立ち、 いじ め防止等の対策に

ついて、 市、 学校、 家庭、 地域住民及びその他関係機関と 連携し て取り 組みます。

・「 富山市いじ め問題対策連絡協議会等条例」 を受け、「 富山市いじ め問題対策連絡協議会」「 富

山市教育委員会いじ め問題対策委員会」 を設置し 、 関係機関及び団体と の連携を図り ます。

・「 いじ め防止対策推進法」「 富山市いじ め防止基本方針」 に基づいて、 いじ め防止等に取り 組み

ます。

（ いじ め問題対策連絡協議会開催事業）

スク ールソ ーシャ ルワーカ ーの配置により 、 子ども や保護者を取り 巻く 環境に働きかけ、 教職

員、 関係機関と の連携を図り ながら 、 子ども の健やかな成長を実現でき るよう 支援を進めます。

特に家庭訪問による相談活動を重視し 、 子ども だけではなく 、 家庭への働き かけを行います。 そ

の中でも 、 学校と 家庭、 地域、 関係機関の連携を特に重視し て活動し ます。

・ 問題を抱えた子ども 、 家庭等への訪問相談を行い、 子ども の心身と も に安定し た生活をめざし

て、 助言や支援を行う ため、 スク ールソ ーシャ ルワーカ ーの適切な配置を行います。 　

・ 実効的な組織体制の構築及び対応を徹底するため、 いじ めまたはいじ めが疑われる事案が発生

し た場合は、 早期にいじ め対策委員会を開催し 、 スク ールカ ウンセラ ーやスク ールソ ーシャ ル

ワーカ ー等がいじ め対策委員会等に参画し 、 より 組織的な体制を構築し て対応に当たり ます。

（ スク ールソ ーシャ ルワーカ ー配置事業）

スク ールカ ウンセラ ーの配置により 、 子ども たちが規範意識や公共心を 身に付け、 命を 尊び、

他者を思いやり 支え合う 心、 感動する心をも っ た豊かな人間性を育み、 子ども たちが心身と も に

健やかに成長できるよう 、 学校と 家庭、 地域、 関係機関の連携を図り ながら 、 問題行動の解消と

未然防止に努めます。

・ 児童、 保護者、 教職員にカ ウンセリ ングを行う こ と で、 いじ め、 暴力行為等の問題行動、 不登

校の解消を図るため、 市費スク ールカ ウンセラ ーを適切に配置し ます。

（ スク ールカ ウンセラ ー配置事業）
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〇不登校児童生徒への支援

学校が不登校や長期欠席の早期把握に努め、 家庭や関係機関と 効果的に連携を図り 、 不登校児

童生徒に対する支援体制を確立すると と も に、 学校等の取組を支援するための教育条件等の整備

を進めます。

・ スク ールソ ーシャ ルワーカ ーやスク ールカ ウンセラ ーを配置し 、 不登校児童生徒やその保護者

と の教育相談体制を整備し ます。

・ 校内適応指導教室について、 機能等の拡充に向けた見直し を検討し ます。

・ 市内２ 箇所に適応指導教室を設置し 、 不登校児童生徒の集団生活への適応力を高め、 社会的自

立に向けた支援を行います。

・ いじ めや教員による不適切な指導が不登校の原因になっ ている場合、 児童生徒または保護者の

希望により 、 学校と 連携し た教育的配慮の下で就学指定校の変更や区域外就学を認めるなどの

対応を行います。

・ 市内の社会教育施設において、 不登校児童生徒の主体性を涵養し 、 居場所を創出するための体

験活動を実施し 、 不登校児童生徒のニーズに合っ た活動と するため、 活動場所と 内容を見直す

アンケート を実施し ます。

・ 不登校児童生徒の保護者が幅広く 情報を得ら れるよう 、 民間フ リ ースク ール等と 連携し た不登

校相談会を実施し ます。

（ 不登校児童生徒・ 保護者支援）

学習に関するデータ や定期検診、 毎日の健康観察、 食習慣に関するデータ 、 周囲と の関係に関

するデータ 、 日々の端末の使用履歴等を連携さ せるこ と で、 こ れまで見つけるこ と が難し かっ た

潜在的に支援が必要な児童生徒を早期に発見し 、 必要な支援を行います。

・ 保健機能で管理さ れる検診結果や病歴、 保健室の来室等に関する記録、 定期的に実施するアン

ケート 等による学校生活に関する調査、 イ ンタ ーネッ ト へのアク セスログ、 語句や画像、 動画

等の検索・ 閲覧履歴（ 興味・ 関心） 等の複数のデータ を組み合わせるこ と で、 児童生徒の心の

状態を早期に捉えます。

・ データ の収集・ 分析を通し て、「 どのよう なデータ を集めるか」「 どのデータ を組み合わせるか」

「 どのよう なタ イ ミ ングで分析を行う か」 などを 検証し 、 潜在的に支援が必要な児童生徒を 早

期に発見すると と も に、 適切な支援につなげます。

・ データ 分析によっ て可視化でき る課題について、 他の自治体や大学の有識者等の意見をも と に

研究し ます。

（ データ 分析による不登校の未然防止）
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令和５ 年度に実施する学びの多様化学校（ いわゆる不登校特例校） の設置に向けた調査業務等

の結果を踏まえ、 市と し て学びの多様化学校を設置する方針が決定し た場合は、 本市の特性に応

じ た運営方法や規模、 学校形態等を検討し 、 多角的な視点から 、 こ れら に適し た候補地を選定し

た上で、施設整備や教職員の配置、教育課程の編成を行い、設置に向けた具体的な取組を進めます。

・ 学校型や分教室型などの形態、 ク ラ ス数や教職員等の適正な規模、 立地等について検討し ます。

・ 学びの多様化学校の設置方針等に沿っ た候補地を決定し たう えで、 地元説明、 施設整備、 教育

課程の編成等について検討し ます。

・ 開校に向けた準備体制を構築し 、 具体的な取組を実施し ます。

（ 学びの多様化学校設置検討事業）

通級児童生徒が、 自身の気持ちを大切にし ながら 、 学習やスポーツ、 遊び、 その他体験的な活

動を行い、 人と かかわる力や社会的に自立する力を身に付けるために効果的な適応指導教室の運

営を行います。

・ 適応指導教室（ 通称： M AP） 通級生による学び合い等、 イ エナプラ ン教育の要素を取り 入れ、

学習と 人間関係づく り を意識し た運営に努めます。

・ 適応指導教室において ICT 機器を利用し 、 学習の補充やプログラ ミ ング教育等を促進し ます。

・ 不登校児童生徒支援事業「 体験活動」 参加者と の交流を通し て、 社会と かかわる気持ちを高め

ます。

・ 適応指導教室に関する学校説明会の開催、 保護者対象の不登校相談会での周知を図り ます。 ま

た、 保護者連絡システム teto ru を使っ て全保護者へリ ーフ レ ッ ト を配信するなど 、 適応指導

教室の周知に努めます。

（ 適応指導教室運営事務）

適応指導教室（ M AP 豊田）
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〇特別支援教育の充実

特別な支援を必要と する子ども やその保護者に対し て、き め細かく 対応できる体制を整えます。

・ 富山市特別支援連携協議会を設置し 、 学校や関係機関と の連携を図り ます。

・ 保護者に対し ては特別支援に関する相談会を、 学校に対し ては担当臨床心理士による訪問相談

を、 教員に対し ては特別支援教育に関する研修会を実施し ます。

（ 特別支援教育総合推進事業）

通常の学級で特別な支援を必要と する子ども たちの個々の教育的ニーズに対し 、 より き め細か

く 対応でき る体制を整えます。

・ 個別支援の必要度が高い学校にスク ールサポータ ーを配置し 、 適切に子ども たちと かかわるこ

と で、 一人ひと り のニーズに応じ た支援を行います。

（ スク ールサポータ ー配置事業）

学習障害児、 注意欠陥・ 多動性障害児、 高機能自閉症児や障害のある子ども 等、 通常の学級に

在籍する特別な教育的支援を必要と する幼児・ 児童・ 生徒等に対する指導の充実を図るため、 ボ

ラ ンティ アを配置し 、 学級担任と 協力し て学校生活の補助などを行い、 指導の効果を高めます。

・ 本事業の趣旨を理解し 、 積極的に取り 組む意欲のある人を学校長・ 園長が「 障害児支援活動推

進ボラ ンティ ア」 と し て選考し 、 特別な教育的支援が必要な幼児・ 児童生徒の実態に応じ て、

市内の小・ 中学校及び幼稚園に配置し ます。

（ 障害児支援活動推進事業）

〇外国人児童生徒教育

グローバル化が進む中、 本市に在住する外国人の児童生徒に対し て、 初歩的な日本語を含む生

活適応のサポート や学校の受入体制等の支援に努めます。

・ 日本語指導が必要な児童生徒が在籍する小・ 中学校に、 市費日本語指導支援講師、 県費日本語

指導教員、 県費外国人相談員を配置し ます。

　（ 日本語指導教室事業）

【 参考指標（ 数値目標）】

〇不登校児童生徒への支援

指標の名称 不登校児童生徒の割合

指標の説明
「 児童生徒の問題行動・ 不登校等生徒指導上の諸課題に関する 調査」 に基づく 不登校

（ 3 0 日以上欠席） 児童生徒数の割合（ 1 ,0 0 0 人あたり ）

目標設定の

考え方

スク ールソ ーシャ ルワーカ ーや校内適応指導教室指導員等の支援によ り 、 不登校児童

生徒数の減少を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R5 ） 見込

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

小 3 1 .7 ‰

中 7 1 .1 ‰

小 2 7 .4 ‰

中 5 5 .1 ‰

小 1 8 .3 ‰

中 3 6 .7 ‰
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（ ２ ） 教員の資質能力向上と 学校の働き 方改革の推進

【 現状と 課題】

教員の資質能力向上のための研修の充実

本市では、 教職員人事権の中核市への移譲を見据え、 主体的で質の高い学校教育を実現する必

要があるこ と から 、 教職員研修については市教育委員会が全面実施し ています。 社会の変化が加

速する中で、 社会人と し て求めら れる能力と 教育公務員と し ての新たな知識・ 技能の習得等、 学

び続ける姿勢の必要性が高まっ ています。 また、 教員の大量退職に伴い、 若手教員の増加が続い

ており 、 ベテラ ン教員の授業技術等の継承と と も に、 若手教員を育成し ていく ための研修を充実

さ せるこ と が重要です。

教職員研修については、 受講者に行っ たアンケート の回答から 研修会への高い満足度がう かが

え、 一定の成果が見ら れます。 研修会では、 講義と 演習をバラ ンスよく 取り 入れるなど、 受講者

が主体的に研修に参加でき るよう 運営を工夫し 、 それぞれの研修会において受講者の更なる積極

的な姿勢を促し ていく 必要があり ます。 また、 学級経営や不登校について悩みを抱えている教員

が多いこ と から 、 研修会において、 日頃の悩みを互いに聴き 合う 場の必要性も 高まっ ています。

■富山市小・ 中学校教員の年齢別（ 男・ 女） グラ フ （ 令和５ 年４ 月１ 日現在）

小学校教科担任制や学校再編による小中一貫校、 義務教育学校の導入等、 義務教育９ 年間を見

通し た教育を 実践するこ と や、 非認知能力の育成、 ICT 環境の整備により 、「 新し い教育のかた

ち」 に適し た指導を工夫し ていく こ と の重要性がより 一層求めら れるこ と から 、 本市全ての教員

が小・ 中学校のいずれに配置さ れても 、 円滑に教育活動を行う こ と ができ るよう 、 教員一人ひと

り の指導力の向上を図るこ と が求めら れています。

資料： 市学校教育課調べ

　  男　 　 8 4 7 人

　  女　 　 9 9 9 人

計 　 　 1 ,8 4 6 人

平均年齢　 4 1 .3 歳
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外国語の指導については、 小学校３ 、 ４ 年生から の外国語活動や小学校５ 、 ６ 年生の外国語科

の実施に伴い、 英語科の免許を持たない小学校教員にも 、 英語指導力の向上が広く 求めら れてい

ます。 また、 人権教育については、 社会が多様化し 変化し ていく 中、 人権に関する正し い理解を

深めると と も に、 自他敬愛の態度の育成を図るこ と が大切です。

学校の働き 方改革の推進

教員の多忙化が進む中、 教員数が少ない学校では、 一人当たり の業務量が多く なっ ています。

また、 障害のある児童生徒、 配慮を要する児童生徒を支援するニーズも 高まっ ています。 し かし

ながら 、 教員のなり 手不足、 ベテラ ン教諭の大量定年退職により 教員不足が深刻化し ています。

校務の効率化と いう 面では、 校務支援システム（ ※） の効果的な活用が挙げら れており 、 成績処

理については、 複数の法定表簿等のデータ （ 出席簿、 児童名簿、 あゆみ、 指導要録） が連携さ れ

ているため、 作業時間の短縮につながっ ています。 また、 掲示板機能を活用するこ と で、 教育委

員会・ 学校間だけでなく 、 学校内での情報共有が簡易に行えます。 一方で、 学校には情報伝達手

段が複数ある状態であり 、 業務効率化の観点から 、 機能の一元化を図る必要があり ます。

※　 校務支援システム　

…　 教務系（ 成績処理、 出欠管理、 時数等）、 保健系（ 健康診断表、 保健室管理等）、 学籍系（ 指導

要録等）、 学校事務系などを 統合し た機能を 有する システム

教員の勤務実態については、 全小・ 中学校において「 教職員出退勤管理システム」 を 運用し 、

出退勤時刻を IC カ ード で打刻するこ と で、 時間外在校等時間を 把握し ています。 多く の教員が

国の指針を大幅に超えて時間外勤務の労働をし ているため、 過度な負担がかかっ ていたり 、 特定

の教員の長時間勤務が常態化し ている状況を改善するこ と が求めら れています。

教員が、 長時間勤務によっ て常に疲れた状態では、 児童生徒と 元気な状態で向き 合う こ と がで

き ないため、 教育の質の低下を招き かねません。 そのため、 教員自身のスト レスへの気づき を促

すため、 労働安全衛生法に基づいたスト レスチェ ッ ク を実施し 、 精神的な心のケアや教職員の精

神疾患による休職の未然防止対策につなげていく 必要があり ます。

学校で起こ るいじ めや不登校等の問題や保護者対応については、 教員だけでは解決でき ない、

法的な視点に基づいた助言を得なければなら ない複雑な問題も 発生し ています。 こ のよう な問題

に対し てより 適切に対応するため、 スク ールロイ ヤー制度の充実を図るこ と が課題と なっ ていま

す。

部活動においては、 中学校の部活動（ スポーツ・ 文化等） に係る技術的な指導に従事する部活

動指導員を配置するこ と で、 学校における部活動の指導体制の充実と 教職員の負担軽減を図っ て

います。

また、 教員の働き方改革と 持続可能な部活動運営を推進するため、 休日の部活動の段階的な地

域移行が求めら れている中、令和４ 年度には、スポーツ庁が実施する「 地域運動部活動推進事業」

の採択を受け、 拠点校での実践研究を実施し まし た。

実践研究を通し て、「 活動場所や指導者の確保」「 地域ク ラ ブと 学校間の連携」 などの課題が浮

き 彫り と なり まし た。 今後は、 こ う いっ た課題を解決し ながら 地域移行の可能性について検証し

ていく 必要があり ます。
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一人１ 台端末の活用推進

一人１ 台端末について、 令和５ 年度は「 日常化する」 を合い言葉に、 授業と 校務での活用に関

する研修を行い、 優れた実践事例を集めてデータ ベース化し て市内教職員と 共有し 、 活用の推進

を図っ ています。 し かし 、 端末の活用が進んだ学校がある一方で、 活用が進んでいない学校があ

るなど格差が見ら れます。

また、一人１ 台端末の活用状況については、小学校高学年の活用頻度が最も 高く 、スマート フ ォ

ンを所持し ている割合も 年々増加し ているこ と から 、 子ども たちには、 情報社会について正し く

理解し 、 情報環境と の適切な向き 合い方を身につけるこ と が求めら れています。

教育実践の改善に向けた学校訪問等の充実

各学校（ 園） の教育目標を実現するため、 市や県の指導方針に沿っ た学校（ 園） 経営及び教育

指導や研修、 当面する課題等に関し て指導・ 助言を行う 学校訪問研修会を行っ ています。 訪問に

より 教育実践の効果を高めるこ と ができ るだけでなく 、 各学校の取組を把握するこ と に効果的で

あるため、 今後も 継続し て実施し ます。

また、 小・ 中学校では、 こ れまでも 、 小学校卒業から 中学校入学への移行期において、 子ども

がギャ ッ プを感じ るこ と なく 、 安心し て中学校生活を送るこ と ができ るよう 、 小中連携を図り 、

学習指導、 生徒指導等において教職員間の情報交換を行う と と も に、 児童生徒の交流活動を進め

ています。

本市では、 学習指導の点で、 小・ 中学校での９ 年間の学びを一体のも のと 捉え、 発達段階を踏

まえた一貫性のある継続的な指導が大切であると 考えており 、 小中連携等による学力向上に取り

組んでいます。 そう し た取組を通し て、 小・ 中学校が共通の目標を立て、 系統性を明確にし た学

習を行う こ と は、 子ども の学力向上に結びつく こ と が明ら かになっ てきています。

今後も 、 子ども たちのさ ら なる学力向上を目指し 、 課題を明ら かにし て、 指導の改善に取り 組

んでいく こ と が大切です。
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【 施策方針と 主な取組】

〇教職員研修の充実

新し い時代の学校教育の実現に向けて、 自ら の指導力や人間性を高めるため、 常に学び続ける

教師と なるよう 教職員研修の充実を 図り ます。 また、「 富山県公立学校の教員等の資質向上のた

めの指標」 の改訂に基づき 、 研修体系を再構築し ます。

・ 学校現場のニーズを的確に把握し て、 研修会を企画・ 運営・ 実施し ます。

・ 学んだこ と について共有し 、 教員同士の横のつながり をつく るこ と ができ るよう に、 演習の場

を積極的に取り 入れます。

・ 発達段階を踏まえた一貫性のある学びを充実さ せるため、幼小中の連携や交流を取り 入れます。

・ 教員の負担を考慮し 、 同時双方向型またはオンデマンド 型のオンラ イ ン研修を導入し ます。

（ 教職員研修事業／幼稚園研修事業／研修事業）

人と の出会いや豊かな経験を体験するこ と で、 人間性や社会性を高める教職員研修の充実を図

り ます。

・「 と やま教師塾」 を企画・ 運営・ 実施し ます。

・ 中堅教員を対象の中心と し て、 中堅教員の自主研修にふさ わし いゼミ ナール内容（ 教員と し て

の資質向上と 幅広い人間性の形成を図る） を企画し ます。

（ と やま教師塾事業）

教職員一人ひと り が人権尊重の理念を認識し 、差別や偏見を許さ ない態度で指導に当たるよう 、

管理職の研修の充実を図り ます。 各校においても 、 人権教育の全体計画及び年間指導計画を策定

し 、 子ども と 教職員の人権意識が高まる指導の充実を図り ます。

・ 管理職研修の演習課題に位置づけ、 体罰の禁止への理解と 意識の高揚を図り ます。

・ 体罰の禁止について定期的に通知し 周知を図ると と も に、 各校において校内等研修で活用し ま

す。

（ 体罰防止に関する研修会の実施）

教職員研修会の様子
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「 富山市学校教育指導方針」 の重点事項である「 主体性のある子ども の育成」 に向けた取組を

推進するため、 小・ 中学校の教職員が「 主体的な学び」 について理解を深める自主研修を設定し

ます。 各自が個人研修課題を も ち、 各学校において先導的なリ ーダーと し て、「 主体的な学び」

に向けた実践を進めら れるよう 研修の充実を図り ます。

・「 イ エナプラ ン的教育」「 問題解決的な学習（ PBL）」「 端末の活用」 等、 主体的な学びを 支える

こ れら の内容を含めて個人研修課題を設定し 、 授業構想や授業公開をするなど、 より 具体的な

学びの場を提供し ます。

・ 推進校、 推進モデル校等の授業公開を通し て、 教員が互いに学び合う 研修を実施し ます。

（ 主体性を育む研修会事業（ 再掲））

富山市立外国語専門学校や ALT 等（ ネイ ティ ブスピーカ ー） による ３ 日間の「 小学校外国語

夏期集中研修会」 を実施し 、 様々なワーク ショ ッ プを通し て小学校の教員の実践的な授業力向上

を図り ます。

・ ワーク ショ ッ プでは、 学習者の立場で指導方法を体験し 、 ク ラ スルームイ ングリ ッ シュ や分か

り やすい英語の使い方、模擬授業を体験するなど、英語で英語を学ぶこ と の意義やコ ミ ュ ニケー

ショ ンを図るこ と の楽し さ を学びます。

・ 受講者は、 受講後、 勤務校における学校全体の指導力向上に向けて伝達講習や授業公開等を実

施し 報告し ます。

（ 小学校教員語学研修事業）

いじ めや不登校等、 今日的課題に焦点をあてた研修を行い、 講師より 指導や助言を得ると と も

に、 児童生徒が自己実現を目指し 、 且つ、 互いに認め合う 学級経営が行われるよう 、 研修内容の

さ ら なる充実を図り ます。

・ 外部講師や臨床心理士を講師に迎え、 事例を通し て学ぶ機会を設けます。

・ 外部講師を招いた研修会と 授業研究を関連づけた研修内容を取り 入れます。

（ 児童・ 生徒理解研修事業）

日頃から 教員自身が人権感覚の高揚に努め、 子ども たちの身近な問題から 人権について考えた

り 、 体験的な学習を積極的に取り 入れるなど課題解決に取り 組みます。

・ 人権教育や人権教育推進研修会、 人権教育の指導事例集の発刊等を通し て、 児童生徒、 教職員

の人権意識を高めると と も に、 一人ひと り がかけがえのない存在であるこ と を自覚し 、 互いに

人間と し て尊重し 合う 心と 態度を育てます。

（ 人権尊重教育事業（ 再掲））
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〇教員の負担軽減に向けた対策

校務支援システムや汎用ク ラ ウド ツールを効果的に活用するこ と で、 校務の効率化や教職員の

負担軽減を図り ます。

・ 継続し て校務支援システムや汎用ク ラ ウド ツールを 効果的に活用する方法を 各学校へ周知し 、

さ ら なる校務の効率化を図り ます。

・ 校務支援システムのク ラ ウド 移行やデータ 連携への準備を進めます。

・ 複数ある情報伝達手段を最適化するこ と により 、 業務の効率化を図り ます。

＜年次計画＞

教員の負担軽減に向

けた対策（ 校務支援

システ ムや汎用ク ラ

ウド ツールの活用）

R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度

複式学級のある小規模学校に学習補助員を配置するこ と で、 教員数が少ない学校の運営を支援

し 、 学校教育の充実を図り ます。 また、 障害のある児童生徒、 配慮を要する児童生徒、 特別支援

学級に多数の在籍者がいる学校にスク ールサポータ ーを配置するこ と で、 一人ひと り のニーズに

応じ た支援を行えるよう 努めます。

・ 複式学級のある小規模学校において、 学習補助員を配置するこ と で、 担任の授業補助を行い、

スムーズに学習を進めていく よう 支援し ます。

・ 必要度の高い学校にスク ールサポータ ーを配置し 、 適切に子ども たちと かかわるこ と で、 一人

ひと り のニーズに応じ た支援を行います。

（ 学習補助員やスク ールサポータ ーの配置）

教員の時間外在校等時間の上限について、「 月 4 5 時間、年 3 6 0 時間」 と する国の指針に沿っ て、

勤務時間を適切に把握し 、 勤務状況の報告を分析し 、 業務の縮減や効率化に向けた指導・ 助言に

努めます。

・ 学校の管理職は、 教員の超過勤務等を適切に客観的に把握し 、 ①１ か月で 10 0 時間を 超えた

教員、 ②２ か月連続で 8 0 時間を超えた教員、 ③１ か月で 1 0 0 時間も し く は２ か月連続で 8 0

時間を超えていないが、 疲労の蓄積等から 健康に不安がある教員については、 医師等による面

談の希望の有無を確認し ます。

・ 教員が心身と も に健康に働く 環境を整えるために、 面談状況や長時間勤務になる要因、 学校が

考える改善に向けた具体的な手立て等を確認し ます。

・ 各学校においては、 業務の見直し によ る 業務の縮減や効率化を 推進する ほか、 近隣校等のグ

ループによる事務の共同化の推進などにより 、 学校現場の多忙化の解消を図り ます。

（ 教員の勤務実態の把握）

校務支援システムのク ラ ウド 移行

情報伝達手段の最適化

（ 校務支援システムの活用）

ク ラ ウド 化

検討
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教職員のスト レスの程度を把握し 、 教職員自身のスト レスへの気づきを促すと と も に、 職場環

境の改善につなげ、 働きやすい職場づく り を目指し 、 教職員がメ ンタ ルヘルス不調になるこ と を

未然に防止する一次予防を図り ます。

・ スト レ スチェ ッ ク （ 5 7 項目） を実施し 、 受検者に対し てスト レスチェ ッ ク 個人結果を 通知す

ると と も に、 高スト レス者に対し ては、 医師による面接指導を勧奨し ます。

・ 集団ごと の集計及び分析は、 業務改善や研修等に活用し ます。

（ 教職員のスト レスチェ ッ ク の実施）

いじ めや不登校、 保護者対応等の諸問題に対し て、 教員がどのよう に対応し たら よいかを法的

な視点から 助言するスク ールロイ ヤー制度を設け、 教員の資質能力の向上や教員の負担軽減につ

なげます。

・ 学校で起こ るいじ めや不登校等の問題や保護者対応に対し て、 学校と スク ールロイ ヤーと の相

談体制の構築に努めます。

（ スク ールロイ ヤー事業）

部活動指導員の配置により 、 教員が授業の準備や教材研究のほか、 生徒会や委員会活動、 生徒

指導など、 生徒と 向き 合う 時間の確保につながっ ているこ と から 、 今後も 教職員の負担軽減と 部

活動の指導体制の充実を図り ます。

・ 各校の実態や部活動指導員の配置希望調査を実施し ます。

・ 希望調査等をも と に、 未配置の学校を優先的に配置し 、 適正化を図り ます。

・ 資質向上のため、 研修会を実施し ます。

（ 部活動指導員配置事業）

令和５ 年度は、「 地域部活動推進事業」 の採択を 受け、 運動部活動では２ 校の拠点校、 文化部

活動では１ 校の拠点校を指定し ています。 令和４ 年度の実践研究で見えてき た課題の解決を図り

ながら 、 地域移行の可能性について検証し ていき ます。

・ 各拠点校に、 学校と 地域や関係団体と の連絡や調整を行う コ ーディ ネータ ーを配置し ます。

・ 検討会議を開催し 、 進捗状況の確認や検討事項の洗い出し 等を行いながら 地域移行の在り 方を

探り ます。

・ 各拠点校において関係生徒、 保護者、 教員を対象にし たアンケート により 成果と 課題を検証し

ます。

・ 上記３ つの検証結果を、 市内全中学校に情報を提供するこ と で、 各学校が地域移行に必要な条

件を整理し 、 環境が整っ た部活動から 順次、 地域移行に取り 組んでも ら えるよう 、 持続可能な

部活動と し ての支援に努めます。

（ 地域部活動推進事業）
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〇一人１ 台端末の活用

市内全教員の端末活用のスキル向上と 市内の小・ 中学校における端末活用を推進し ます。

・ G IGA スク ール構想推進校及び推進モデル校、 研究指定校による授業公開や実践事例を提供し

ます。

・ 効果的な活用に関する教職員研修を充実さ せます。

・ 実践事例を集めたデータ ベースを更に充実さ せて共有し ます。

＜年次計画＞

一人１ 台端末の活用 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度

〇情報モラ ル教育の推進（ 再掲）

子ども たちが情報社会で適切な活動を行う ための基礎と なる考え方と 態度を育成し ます。

・ 講座後のアンケート 結果を学校と 共有するこ と で個別の指導に生かし ます。

・ ４ 年次教員研修「 情報モラ ル教育に関する研修会」 を行い、 教員の指導力向上を図り ます。

・ 生成Ａ Ｉ については、 情報を収集し 、 国の方針に従っ て適切に対応し ます。 　 　 　 　 　 　 　

（ 情報モラ ル教育の推進（ 再掲））

〇学校訪問研修会の実施

　 各学校（ 園） の主体性を 尊重し 、 幼児・ 児童生徒一人ひと り を 大切にし た魅力ある学校（ 園）

経営がなさ れるよう に指導・ 援助するこ と 、 各学校（ 園） が当面する課題について、 計画的、 継

続的、 累積的に指導・ 援助し 、 校内研修のねら いが重点化、 焦点化さ れ、 教育実践の効果が高ま

るよう にするこ と 、 家庭・ 地域社会に開かれた学校（ 園） づく り と なるよう 指導・ 援助するこ と

を基本方針と し て、 学校訪問研修会を行います。

・ 通常訪問研修は、 各学校（ 園） につき 隔年で実施し 、 指導主事等が授業や学校運営等に関し て

指導助言を行います。

・ 教育長等訪問は、 通常訪問研修と 兼ねて全小・ 中学校、 幼稚園で実施し 、 教育長等が学校参観、

校長と の面談を実施し ます。

（ 指導主事等による学校訪問の実施）

授業と 校務における端末活用の更なる推進

（ 情報教育推進事業）

効果的に

使う
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〇小・ 中学校の連携（ 再掲）

　 各種調査結果やこ れまでの小中連携を中心と し た学力向上実践拠点校の取組を参考に、 小・ 中

学校９ 年間の学びを通し た目標を設定・ 共有し 、 方策を立てて取り 組みます。 また、 学校の実態

に応じ た連携のための組織づく り 、 連携内容を研究し 、 確かな学力の育成を図るための実践を行

う と と も に、 その研究の成果について小・ 中学校に普及を図り ます。

・ 市教育委員会と し て実践研究拠点校を中学校区で指定し 、 拠点校が効果的な小中連携の取組を

実施でき るよう 、 必要な指導・ 助言を行います。 また、 拠点校の実践事例や研究成果の普及に

努め、 教員の指導力の向上を図り ます。

（ 指導力向上推進事業（ 再掲））

【 参考指標（ 数値目標）】

〇教員の負担軽減に向けた対策

指標の名称 時間外在校等時間が長時間に及ぶ教員の人数

指標の説明
時間外在校等時間が月 1 0 0 時間以上およ び２ か月連続で月 8 0 時間を 超える 教員の

１ 年間の延べ人数

目標設定の

考え方
時間外在校等時間が長時間に及ぶ教員の人数が 0 人と なる こ と を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

月 1 0 0 時間以上

1 9 3 人
月 1 0 0 時間未満かつ

2 か月連続月 80 時間以上

2 5 8 人
※１ 年間の延べ人数

０ 人 ０ 人
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（ ３ ） Ｉ Ｃ Ｔ を 活用し た教育環境の整備

【 現状と 課題】

教育Ｉ Ｃ Ｔ 機器等の整備

ICT を活用し た教育環境の整備については、 令和２ 年度までに、 一人１ 台端末を配備し 、 全て

の小・ 中学校において、 校内通信ネッ ト ワーク の改修や無線 LAN 環境の整備、 普通教室へのパ

ソ コ ン用充電保管庫を設置し まし た。 また、 接続の状況を注視し 、 ネッ ト ワーク の増強を進めて

います。

し かし 、 学校内外で行う オンラ イ ン会議システム等の接続が不安定なこ と も あるこ と から 、 そ

の原因の解明と 改善が求めら れています。

また、「 教育の情報化」 を 目指し 、 学校における ICT 環境の整備を 進めると と も に、 ICT 支援

員の派遣や、 高等学校の「 情報」 等への速やかな対応及び ICT 機器活用の促進を 図っ ていく 必

要があり ます。

教育データ の利活用

学校における教育ネッ ト ワーク 環境については、 校務系、 校務外部系、 学習系システムの三層

分離の構造によるセキュ リ ティ の高い環境と なっ ています。し かし 、それぞれのシステム間のデー

タ 連携が容易ではないこ と や複雑な操作性が課題と なっ ています。

一人１ 台端末を 活用し た授業の様子



4 4

【 施策方針と 主な取組】

〇教育 ICT 機器等の整備・ 充実

一人１ 台端末の活用によっ て増加するデータ 通信量等を注視し 、 通信ネッ ト ワーク の増強等、

適宜、 必要な措置を講じ ます。

・ 接続状況の調査から 不具合原因を特定し 、 改善措置を実行し ます。

（ 学校教育情報化推進事業）

学校における ICT 機器の活用を推進するため、 ICT 支援員を派遣し ます。

また、 高等学校の「 情報」 の授業へのスムーズな接続を図るため、 異校種の接続を意識し た研

修やプログラ ミ ング教材の貸し 出し 等を行います。

・ ICT 支援員が月１ 回程度小・ 中学校を訪問し 、 ICT に関する授業支援や教職員向けの研修を行

います。

・ 高等学校の「 情報」 の授業へのスムーズな接続を目指し た小学校教員、 中学校技術科担当教員

を対象と し たプログラ ミ ング教育に関する研修を実施し ます。

・ プログラ ミ ング教育の実施を進めるため、 教材を貸し 出すと と も に、 学校のニーズに合わせた

教材を購入し ます。

（ ICT 活用推進事業）

〇教育データ の利活用

セキュ リ ティ を確保し た上で、 一人１ 台端末で生成さ れる教育データ を利活用し 、 児童生徒へ

の支援の充実と 個別最適な学びの更なる実現を目指し ます。

・ 学習に関するデータ と 保健データ 、 周囲と の関係に関するデータ 、 日々の端末使用履歴等を連

携さ せ、 潜在的に支援が必要な児童生徒を早期に発見し 、 必要な支援を行います。

・ 学習成績等のデータ と 一人 1 台端末から 収集可能な学習履歴等のデータ を 連携さ せるこ と で、

学習のつまずき を正確に把握し たきめ細やかな支援を行います。

＜年次計画＞

教育データ の

利活用

R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R1 0 年度

データ 連携に必要な情報の精選及び検証

（ 教育ネッ ト ワーク 環境の整備）

データ 連携に必要な

環境の構築
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（ ４ ） 家庭の経済状況や地理的条件への対応

【 現状と 課題】

経済的困難を抱える家庭への支援

　 保護者の離職等による困窮や生活水準の格差など、 社会情勢の変化は子ども たちの教育環境に

も 大きな影響を与えています。

　 家庭の経済的状況に関わら ず、 すべての子ども が安心し て教育を受けるこ と ができるよう 、 経

済的な支援が求めら れています。

地理的条件に対する支援

学校統合により 通学距離が延びるなど、 通学負担が増えるこ と になっ た児童生徒の負担軽減を

図るため、 地域の実情に応じ て、 スク ールバスの運行や通学費の補助等を行っ ています。

　 スク ールバス等の導入により 、 通学時における安全の確保や負担の軽減が図ら れる一方で、 子

ども の体力の低下等が懸念さ れます。

【 施策方針と 主な取組】

〇就学援助の実施

就学に必要な費用の一部を援助し 、 保護者負担の軽減を図り ます。

・ 学校教育法第１ ９ 条の規定に基づき、 経済的理由によっ て就学困難と 認めら れる学齢児童生徒

の保護者に対し て、 学用品や給食費等の援助を行います。

（ 小学校／中学校就学援助事業）

〇通学支援

学校の統合等により 、 遠距離通学をする児童生徒の負担軽減を図り ます。

・ 地域の実情に応じ て、 スク ールバスの運行や通学費の補助を行います。

（ スク ールバス運行事業／児童生徒の通学費の補助）



4 6

（ ５ ） 学びの質を保障するための学校再編の推進

【 現状と 課題】

学校再編の推進

本市では、 児童生徒数の減少に伴い、 市立小・ 中学校の約 6 割が学校教育法施行規則で定め

る標準規模（ 1 2 ～ 1 8 学級） を 下回る小規模校と なっ ており 、 今後も 学校の小規模化が進んで

いく こ と が想定さ れます。

特に、 小学校では 1 2 学級を 下回る と 、「 全ての学年でク ラ ス替えができ ない可能性がある」、

「 ク ラ ス同士で切磋琢磨する 教育活動ができ ない」、 中学校では 9 学級を 下回る と 、「 部活動の

選択肢が少ない」、「 専門教科の教員が確保でき ない（ 免許外指導の発生）」 と いっ た課題が生じ

るため、子ども の学びの質を保障するためにも 、学校規模を 適正に配置し ていく 必要があり ます。

　 ■学校規模別小学校数

　 ■学校規模別中学校数

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

資料： 富山市立小・ 中学校再編計画

0

5

1 0

1 5

2 0

2 5

3 0

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

資料： 富山市立小・ 中学校再編計画

0

5

1 0

1 5

2 0

2 5

3 0

資料： 富山市立小・ 中学校再編計画
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小・ 中学校の学びの一体化

小学校から 中学校へ進学する際に、 急激な環境の変化が原因で学習につまずいたり 、 学校に馴

染めず不登校傾向と なっ てし まう 生徒の増加、 いわゆる「 中一ギャ ッ プ」 が全国的に課題と なっ

ています。 その原因の一つと し て、 小学校から 中学校に進学する際の接続が円滑なも のと なっ て

いないこ と が考えら れ、 小・ 中学校が連携し た指導に取り 組んでいく こ と により 、 児童生徒のよ

り 良い学びを実現するこ と が求めら れています。

幼稚園の適正配置

幼稚園の適正配置については、 平成 2 1 年 5 月に策定し た「 富山市立幼稚園適正規模・ 適正配

置推進計画」 に基づき、 市立幼稚園の適正配置を推進し 、 平成 2 4 年 4 月までにすべての計画を

達成し まし た。 その後、当該推進計画で定めた「 基本的な考え方」 に基づいて、「 今後の推進計画」

を 平成 2 5 年 5 月及び令和 2 年 5 月に策定し 、 保護者や地域住民の理解を 得ながら 、 さ ら なる

適正化に取り 組み、 すべての計画を達成し た結果、 現在の市立幼稚園は月岡・ 水橋・ 速星の３ 園

と なっ ています。

今後も 、 少子化の進行状況を踏まえつつ、 幼児教育・ 保育の質的向上を図るための教育環境の

整備を図る必要があり ます。

【 施策方針と 主な取組】

〇学校再編の推進

こ れから の社会を生き抜く 子ども たちの資質や能力を育むため、 学校規模の適正化による教育

環境の充実を進めます。

・ 学校再編について、 保護者や地域と の意見交換会を開催し ます。

・ 議論の熟度に応じ た３ つのステッ プで構成する地域協議会の設置を促進し ます。

（ 学校再編推進事業）

〇義務教育学校の設置

本市では、 小・ 中学校での 9 年間の学びを 一体のも のと 捉え、 小・ 中学校が連携し た継続的

な指導を推進し ているほか、 学校再編検討の際には、 地域の実態を考慮し 最も 適切な方法を選ぶ

前提で、 一つの選択肢と し て義務教育学校（ 一人の校長と 一つの教職員組織のも と 、 9 年間一貫

し た教育過程を編成し 、 系統的な教育を行う こ と ができ る学校） の設置を検討し ていき ます。

・ 令和 8 年 4 月の開校に向け、 本市初の義務教育学校と なる水橋学園の整備を推進し ます。

水橋学園外観（ イ メ ージ）
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＜年次計画＞

義務教育学校

の設置

R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R1 0 年度

〇市立幼稚園の適正配置

市立幼稚園と し ての果たす役割や私立幼稚園及び認定こ ども 園等と の連携のあり 方を考慮する

と と も に、行政が担う べき役割と 責任を十分に見極めながら 、健全で効率的な園経営に努めます。

令和 2 年 5 月策定の「 今後の推進計画」 において『 現状維持』 の方針と し た３ 園について、

今後の園児数や保護者ニーズの変化等に対応し て、 適宜、 適正化について検討を行います。

・ 園児数の状況を注視すると と も に、 課題解決に向けた方策等の研究を行います。

（ 市立幼稚園の適正配置）

（ 統合校の新設事業）

富山市立義務教育学校

水橋学園の整備
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（ ６ ） 安心・ 安全な学校教育環境の整備

【 現状と 課題】

学校施設の整備と 長寿命化

学校施設は、 子ども が１ 日の大半を過ごす場であると と も に、 災害時には地域住民の避難所と

し ての役割も 果たすこ と から 、 老朽化し た施設の改修が課題と なっ ています。 また、 非構造部材

については、 経年劣化による設備や外壁の老朽化対策、 建物屋上の雨漏り による防水対策等が必

要と さ れています。 さ ら に、 夏季の児童生徒の熱中症対策や学習環境改善のため、 空調設備が設

置さ れていない一部の特別教室への空調設備の設置が求めら れています。

加えて、 本市の学校施設については、 防災対策や社会情勢の変化に対応するため、 耐震性の向上

や普通教室へのエアコ ンの設置、全ト イレの洋式化など、積極的に教育環境の改善と 機能向上を図っ

てきまし たが、 今後は老朽化し た施設の更新や適切な維持管理の継続が課題と なっ ています。

安心・ 安全な学校教育環境の整備

本市では、 子ども たちが健やかに成長し 、 学校・ 家庭・ 地域の連携のも と 、 安心・ 安全な学校

教育環境の整備に努めています。 現在、 学校、 地域、 保護者、 関係機関等が連携し 、 子ども たち

の安全確保のための取組を進めていると こ ろですが、 引き続き 、 その充実が求めら れています。

【 施策方針と 主な取組】

〇学校施設の整備

全ての児童生徒にと っ て安全で快適な教育環境を創出するため、 老朽化し た施設の計画的な改

修に努めます。 さ ら に、 夏季の児童生徒の熱中症対策及び学習環境の改善のため、 空調設備が設

置さ れていない一部の特別教室に空調設備を設置し ます。

また、 学校による施設の日常点検に加え、 建築士（ 有資格者） による学校施設の点検を３ 年毎

に行い、 危険箇所・ 危険の度合いに応じ て改修工事を行います。

・ 老朽化し た施設や設備の改修工事を実施すると と も に、 改修工事に併せてバリ アフ リ ー化も 実

施し ます。

・ 現在の児童生徒のニーズに合っ た校舎等の設置に努めます。

・ 空調設備が設置さ れていない一部の特別教室に空調設備を設置し ます。

（ 学校施設整備事業）

〇学校施設の長寿命化

学校施設の点検結果に基づき、 建物や設備に不具合等が生じ る前に改修等を実施する「 予防保

全」 を中心と し た「 予防改修」 による計画的な維持管理を行います。

建物の物理的な不具合を解消し 、 建物の耐久性を高めると と も に、 建物の機能や性能を現在の

学校に求めら れている社会的要求水準まで引き 上げる「 長寿命化改修」 を実施し ます。

・ 建物や設備に不具合が生じ る前に、 内外装材や設備等の改修・ 更新を行います。

・ 建物の耐久性を高めるために構造躯体の経年劣化の回復（ コ ンク リ ート の中性化対策や鉄筋の

腐食対策等）、 耐久性に優れた仕上げ材の使用、 水道・ 電気・ ガス管等のラ イ フ ラ イ ンの更新

を行います。

（ 長寿命化改良事業）
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〇通学路の安全対策（ ソ フ ト 面）

防犯の専門家や警察官 O B 等をスク ールガード・ リ ーダー（ 地域学校安全指導員）と し て委嘱し 、

各小学校を定期的に巡回さ せ、 子ども が安心・ 安全で質の高い教育環境のも と で教育を受けら れ

るよう 、 教育環境の整備を進めます。

・ スク ールガード ・ リ ーダーが各学校区を定期的に巡回し 、 警備のポイ ント や改善すべき点等に

ついて具体的に指導し ます。

・ スク ールガード ・ リ ーダーが防犯教室や講習会で講師と し て参加し 、 防犯教育を推進し ます。

（ 地域ぐ るみの学校安全体制整備推進事業）
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３ 　  基本的な方向３ 　 保護者や地域と の連携・ 協働による教育力の向上

【 目標（ 目指すべき 成果）】

（ １ ） 学校（ 園）・ 家庭・ 地域と の連携・ 協働と 開かれた学校づく り

【 現状と 課題】

地域や家庭と と も にある開かれた学校づく り

コ ミ ュ ニティ ・ スク ール
（ ※）

については、 平成 27 年度に２ 校を正式校と し たこ と を皮切り に、

令和３ 年度まで 1 3 校、 令和４ 年度には 8 8 校、 令和５ 年度には市内全ての小・ 中学校 8 9 校で

8 1 の学校運営協議会を 設置し まし た。 今後は、 学校運営協議会において、 さ ら に地域と 目標や

ビジョ ンを共有し ながら 、 地域と と も にある学校づく り を進めていく 必要があり ます。

学校（ 園） 経営において、学校（ 園） 自身が自ら の教育活動を自己点検・ 自己評価すると と も に、

地域や保護者の声なども 取り 入れて、 教育課程やそれを支える学校組織の在り 方などを主体的に

改善し ていく こ と が必要であるこ と から 、「 富山市学校評価」 を平成 1 8 年度から 実施し ています。

今後も 、 学校・ 家庭・ 地域の連携協力による学校（ 園） づく り を進めるこ と を目指し 、 教育の

質を保証し 、 その向上を図るこ と が必要です。

また、 教員の働き方改革と 持続可能な部活動運営を推進するため、 休日の部活動の段階的な地

域移行が求めら れています。 令和４ 年度の拠点校での実践研究を 通し て、「 活動場所や指導者の

確保」「 地域ク ラ ブと 学校間の連携」 などの課題が浮き 彫り と なり まし た 。 今後も 、 地域と 協力

し ながら 部活動の地域移行を進めて行く 必要があり ます。

※　 コ ミ ュ ニティ ・ スク ール（ 学校運営協議会制度）

…　 保護者や地域住民が学校と と も に知恵を 出し 合い 、 一緒に協働し ながら 子ども たち の豊かな成

長を 支えていく 「 地域と と も にある 学校づく り 」 を 進める 仕組み。

家庭での健全な食習慣

子ども の頃から の健全な食習慣の確立を図るため、 子ども への食育の取組を確実に推進し てい

く こ と が全国的に課題と なっ ています。 そのためには、 地方自治体が、 望まし い食習慣や知識の

習得、 子ども の育成支援における共食等の食育推進などに取り 組んでいく こ と が求めら れていま

す。

子ども たちが、 学校・ 家庭・ 地域の連携・ 協働のも と 、 基本的な生活習慣や社会性を身に

付け、 豊かな人間性を育んでいるこ と
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地域での居場所づく り

子ども かがやき 教室では、 心豊かでたく まし い子ども を社会全体で育むため、 小学校区毎に学

校や社会教育施設を活用し ながら 子ども の居場所を確保し 、 地域の教育力を結集し て、 放課後や

学校休業日にスポーツや文化活動等の様々な体験・ 交流活動を実施し ています。 地域の中で子ど

も が様々な活動ができ るよう 、 子ども かがやき 教室の充実がより 求めら れています。

保護者や地域への広報・ 啓発

「 主体性のある子ども の育成」 や学校規模の適正化を 中心と し た「 多様な学びの場の提供」 を

進めていく ためには、保護者や地域と の信頼関係を構築するこ と が重要です。 そのためには、様々

な広報手法を取り 入れながら 、 本市教育の取組について積極的、 かつ、 わかり やすく 情報発信し

て理解を深める必要があり ます。

【 施策方針と 主な取組】

〇コ ミ ュ ニティ ・ スク ールの推進

学校と 保護者や地域の方々が共に知恵を出し 合い、 学校運営に意見を反映さ せるこ と で、 協働

し ながら 子ども たちの豊かな成長を支え「 地域と と も にある学校づく り 」 を進めます。

・ コ ミ ュ ニティ ・ スク ールの推進のため、 先進的な事例の紹介や講演を 通し て、 学校と 地域と

が一体と なっ て子ども たち を 育む「 地域と と も にある学校づく り 」 の意義や学校運営協議会

の組織づく り 等への理解を 深めるために学校管理職や運営協議会委員に向けた研修会を 行い

ます。

（ コ ミ ュ ニティ ・ スク ール事業）

〇富山市学校評価（ アク ショ ンプラ ン） の推進

富山市学校評価は、 以下の４ つの方針に基づいて取り 組んでいます。

　 ①学校（ 園） は、 具体的かつ明確な共通・ 独自課題を設定し 、 実行・ 評価する。

　 ②保護者や地域住民が、 教員の自己評価の結果について評価する機会をも つ。

　 ③共通・ 独自課題に掲げる目標や評価結果をホームページやたより 等で公表する。

　 ④共通・ 独自課題に掲げる目標や評価結果を市教育委員会に報告する。

・ 市共通課題を「 指標と し ての出席率の設定」 と し 、 各学校の実情に応じ て指標と し ての出席率

を設定し ます。

・ 各学校で具体的かつ明確な独自課題を設定し 、 校内で目標達成に向けて共通理解を図り 、 具体

的な方策を立てて取り 組みます。

（ 富山市学校評価システムの推進）
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〇部活動の地域連携の推進

令和５ 年度は、「 地域部活動推進事業」 の採択を 受け、 運動部活動では２ 校の拠点校、 文化部

活動では１ 校の拠点校を指定し ています。 令和４ 年度の実践研究で見えてき た課題の解決を図り

ながら 、 地域移行の可能性について検証し ていき ます。

・ 各拠点校に、 学校と 地域や関係団体と の連絡や調整を行う コ ーディ ネータ ーを配置し ます。

・ 検討会議を開催し 、 進捗状況の確認や検討事項の洗い出し 等を行いながら 地域移行の在り 方を

探り ます。

・ 各拠点校において関係生徒、 保護者、 教員を対象にし たアンケート により 成果と 課題を検証し

ます。

・ 市内全中学校に情報を提供するこ と で、 各学校が地域移行に必要な条件を整理し 、 環境が整っ

た部活動から 順次、 地域移行に取り 組んでも ら えるよう 、 持続可能な部活動と し ての支援に努

めます。

（ 地域部活動推進事業（ 再掲））

〇家庭での食習慣確立の推進

保護者に対する食育の重要性や適切な栄養管理に関する知識の情報提供、 食育に関する学習や

体験活動などの支援を行い、 学校と 家庭、 地域が連携し た食育の推進を図るこ と により 、 心身の

健康づく り への理解を深めます。

・ 保護者に対し 、 給食だより やホームページなどを活用し 、 朝食を摂るこ と など、 望まし い食習

慣に関する情報の提供や共食の呼びかけなどを行います。

・ すこ やか教室における栄養指導や、 学校での食育活動への保護者の参加を促進し ます。

（ 家庭での健全な食習慣確立の促進）

〇子ども かがやき 教室の充実

子ども の安全で安心な居場所と し て、 学校や公民館等を活用し 、 多様な体験活動や地域住民と

の交流活動を推進し ます。

・ 実施地区に向けては、 指導員研修会などを利用し 、 様々な企画に取り 組み、 より 魅力ある実施

内容と なるよう 、 事業の充実を図り ます。

・ 未実施地区に向けては、 地域の実情を把握し ながら 、 事業の目的や他地域の取組を紹介し 、 実

施を働き かけます。

（ 子ども かがやき 教室事業）

〇教育に対する理解醸成のための広報・ 啓発活動

本市が目指す学校教育及び学校再編の状況について、 保護者に向けた効果的な広報活動を行い

ます。

・ 保護者への啓発リ ーフ レッ ト 「 Sign」 を配布し ます。（ 年４ 回程度）

・ 教育フ ォ ーラ ムを開催し ます。

・ イ ンタ ーネッ ト 配信等により 、 本市教育の取組についての理解醸成を図り ます。

（ 広報誌等の発行、 学校説明会の開催）
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【 参考指標（ 数値目標）】

〇家庭での食習慣確立の推進

指標の名称 朝食を 摂る 児童生徒の割合

指標の説明
「 と やまゲン キッ ズ作戦」 アン ケート において、「 朝食を 毎日食べている 」 と 回答する

児童生徒の割合

目標設定の

考え方
富山県の目標数値を 参考に、令和1 0 年度までに小学生1 0 0 ％、中学生 1 0 0 ％を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

小学生 9 8 .9 ％

中学生 9 7 .3 ％

小学生 1 0 0 .0 ％

中学生 1 0 0 .0 ％

小学生 1 0 0 .0 ％

中学生 1 0 0 .0 ％

保護者への啓発リ ーフ レ ッ ト 「 Sign」 富山市教育委員会 Yo uTub e
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〇家庭での食習慣確立の推進

指標の名称 栄養バラ ン スのよ い朝食を 摂る 児童生徒の割合

指標の説明
「 と やまゲン キッ ズ作戦」 アン ケート において 、「 朝食は何色の食品を 食べている か」

の質問に対し 、「 赤・ 黄・ 緑」 の食品を 食べている と 回答する 児童生徒の割合

目標設定の

考え方

朝食に「 赤・ 黄・ 緑」 の食品を 食べる 児童生徒の割合について、 令和 1 0 年度ま でに

小学生 5 3 ％、 中学生 5 8 .5 ％を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

小学生 5 0 .7 ％

中学生 5 5 .9 ％

小学生 5 3 .0 ％

中学生 5 8 .5 ％

小学生 5 3 .0 ％

中学生 5 8 .5 ％

〇子ども かがやき教室の充実

指標の名称 子ども かがやき 教室の実施箇所数

指標の説明 子ども かがやき 教室の実施箇所総数

目標設定の

考え方

令和 1 0 年度までに 5 0 箇所での実施を 目指し 、 その後は地域の実情に合わせて内容

の充実を 図る 。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

4 2 箇所 5 0 箇所 5 0 箇所
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（ ２ ） 家庭における教育力の向上

【 現状と 課題】

家庭での教育力の向上

家庭においては、 基本的な生活習慣などが十分に身についていない子ども や、 子育てに自信が

持てず悩んでいる保護者がいます。 子ども の教育において家庭の果たす役割は大き く 、 より 一層

家庭の教育力の向上を図っ ていく 必要があり ます。

人々のラ イ フ スタ イ ルや価値観の多様化に伴う 地域の連帯意識の低下や核家族化により 、 子育

てに関する知識や経験を得る機会の減少が危惧さ れているこ と から 、「 親」 と し てのあり 方を 学

習する「 親学び」 が必要と なっ ています。

いじ め、 不登校対策

いじ め防止対策推進法が施行さ れて以降、 いじ めの積極的な認知が進み、 いじ めの認知件数は

増加傾向にあり ます。 また、 社会が多様化し 変化し ていく 中で、 子ども を取り 巻く 環境も 大き く

変化し 、 それに伴い様々な問題が生じ ています。

いじ め問題については、 悩みや不安等の心理的スト レスに加え、 家庭環境が要因になるなど複

雑化すると と も に、 問題解決に当たっ ての困難度が増し ており 、 一人ひと り がお互いを多様な存

在と し て認め、 いじ めをし ない態度や能力を身につけるよう な働き かけが求めら れています。

さ ら に、 本市においては、 過去５ 年間、 長期欠席児童生徒の人数は増加の一途をたどっ ていま

す。 令和５ 年３ 月には文部科学省から「 誰一人取り 残さ れない学びの保障に向けた不登校対策

（ CO CO LO プラ ン）」 が発出さ れ、 各機関が連携を図り ながら 不登校対策の一層の充実に取り 組

むこ と が求めら れています。

子ども の読書活動の推進

読書活動は、 子ども の心を豊かにし 、 確かな学力基盤を身に付けるう えで大切な取組であるこ

と から 、 あら ゆる機会と 場所において読書が行えるよう 、 その推進が求めら れています。 ゲーム

やイ ンタ ーネッ ト の普及で子ども の読書離れが懸念さ れる中、 学校だけでなく 家庭においても 、

良い読書習慣を身に付けさ せるこ と が大切です。

【 施策方針と 主な取組】

〇親子サーク ルの充実

学校・ 家庭・ 地域が連携し 、 相談や情報の提供、 保護者同士の交流の機会の提供を行い、 家庭

や地域における幼児期の教育の支援を推進し ます。

・ 幼児の生活は、 家庭を基盤と し て地域社会を通じ て次第に広がり をも つも のであるこ と を留意

し 、 家庭と の連携を十分に図り 、 幼稚園における生活が家庭や地域と の連続性を保ちつつ展開

さ れるよう 努めます。

・ 親子サーク ルの充実に努めます。

・ 子育て中の保護者のために情報提供や、 親子活動、 保護者同士の交流の機会の提供を行います。

（ 親子サーク ルの実施）
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〇親学び講座の普及・ 啓発

富山県教育委員会、小・ 中学校、市Ｐ Ｔ Ａ 連絡協議会、大学等関係機関と 連携・ 協力し 、「 親学び」

の普及・ 啓発を推進し ます。

・ 家庭の教育力の向上を 目指し 、「 親学び」 講座を 推進するため、「 小中推進リ ーダー」「 小中推

進スーパーリ ーダー」「 幼保推進リ ーダー」 を配置し ます。

・ 推進リ ーダーと 連携し 、 よ り 効果的に講座を 実施でき るよう 、 情報交換などを 通し て活動内

容を共有し 、 実施機会の充実を図り ます。

（ 親学び講座の実施）

〇いじ め防止対策（ 再掲）

子ども たちが人権意識を高め、 共生的な社会の一員と し ての市民性を育むよう 努めます。 子ど

も たちが心身と も に健やかに成長できるよう 、 学校と 家庭、 地域、 関係機関と の連携を図り なが

ら 、 いじ めの未然防止と 解消に努めます。

・ いじ めを生まない学校づく り を目指し て、道徳科や学級活動等の充実を図るための教員研修や、

「 いじ め発見」 チェ ッ ク リ スト の活用、 学校組織と し ていじ めの未然防止、 早期発見、 早期対

応を図る実効的な組織体制づく り を進めます。

・ 各学校では、 いじ めの定義を踏まえたいじ めの的確な認知の在り 方や、 認知し た初期段階から

組織的な対応をきめ細かく 行います。 認知し たいじ めについては、 なるべく 早期に解決でき る

よう 、 地域・ 家庭と 連携を図り 、 関係機関と も 連絡を密にし て、 取り 組んでいき ます。

（ いじ め防止対策（ 再掲））

〇不登校児童生徒への支援（ 再掲）

学校が不登校や長期欠席の早期把握に努め、 家庭や関係機関と 効果的に連携を図り 、 不登校児

童生徒に対する支援体制を確立すると と も に、 学校等の取組を支援するための教育条件等の整備

を進めます。

不登校児童生徒の主体性を涵養し 、 居場所を創出するため、 適応指導教室の運営や、 不登校児

童生徒を対象と し た体験活動を実施し ます。 また、 不登校児童生徒の保護者を対象と し た相談会

も 実施し ます。

・ スク ールソ ーシャ ルワーカ ーやスク ールカ ウンセラ ーを配置し 、 不登校の児童生徒またその保

護者と の教育相談体制を整備し ます。

・ いじ めや教員による不適切な指導が不登校の原因になっ ている場合、 児童生徒または保護者の

希望により 、 学校と 連携し た教育的配慮の下で就学指定校の変更や区域外就学を認めるなどの

対応を行います。

・ 不登校児童生徒の保護者が幅広く 情報を得ら れるよう 、 民間フ リ ースク ール等と 連携し た不登

校相談会を実施し ます。

　 （ 不登校児童生徒・ 保護者支援（ 再掲））
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〇子ども の読書活動の推進

読書は、 子ども の情操教育と し て重要な役割を果たすため、 あら ゆる機会、 場所において読書

に親し む環境づく り を進める必要があり ます。 学校での読書の時間や学習活動において読書への

興味・ 関心を喚起するだけでなく 、 保護者に対し ても 、 読書活動に関する情報提供を行い、 家庭

における読書の習慣付けの重要性について共通理解を図る必要があり ます。

・「 富山市子ども 読書活動推進計画」 に基づき 、 図書館での蔵書充実や利用指導など 、 子ども の

読書活動の整備に努めます。

＜年次計画＞

子ども の読書

活動の推進

R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R1 0 年度

【 参考指標（ 数値目標）】

〇子ども の読書活動の推進

指標の名称 １ 日 3 0 分以上読書を する児童生徒の割合

指標の説明

全国学力・ 学習状況調査（ 小学６ 年生、 中学３ 年生対象） において、「 学校の授業時

間以外に、 普段 ( 月～金曜日）、 １ 日あたり ど れく ら いの時間、 読書を し ま すか（ 電

子書籍の読書も 含む。 教科書や参考書、 漫画や雑誌を 除く ）」 の質問に対し て、 １ 日

3 0 分以上と 答える児童生徒の割合

目標設定の

考え方

家や図書館で読書に親し む児童生徒を 増やし 、 令和 1 0 年度までに 3 6 .5 ％と なる こ と

を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

3 4 .1 ％ 3 6 .5 ％ 3 8 .5 ％

令和 1 1 年度の「 富山市子ど も 読書活動

推進計画（ 第六次）」 策定に向け、 具体的

に活動する

（ 読書普及事業）

「 富山市子ども 読書活動

推進計画（ 第五次）」 を

策定
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４ 　   基本的な方向４ 　 生涯を通じ た教育の充実と 文化遺産等の保全・ 活用

【 目標（ 目指すべき 成果）】

（ １ ） 高等教育及び生涯学習活動の充実

【 現状と 課題】

高等教育の充実

富山外国語専門学校は、 全国で唯一の公立の外国語専門学校と し て、 実用性のある語学を習得

さ せると と も に、 異文化への理解を深め、 広い視野をも っ た国際人と し て、 産業・ 文化の振興発

展に貢献する有能な人材を育成するために必要な専門教育を行っ ています。 し かし ながら 、 少子

化等の影響を受け、 現在、 入学志願者数が減少傾向であるこ と から 、 認知度向上に向けた周知の

促進など、「 選ばれる学校」 を目指す取組が必要です。

平成３ 年に開校し た富山ガラ ス造形研究所では、 全国で唯一の公立のガラ スアート 専門教育機

関と し て、 こ れまでに優れたガラ ス作家を多く 輩出し 、 国内外で高い評価を得ています。 し かし

ながら 、 少子化の影響も あり 、 全国の美術系教育機関と 同様に、 受験者数の減少が著し い状況に

あるこ と から 、 選ばれる教育機関と なるため、 カ リ キュ ラ ムの一層の充実を図っ ていく 必要があ

り ます。

生涯学習活動の充実

人々のラ イ フ スタ イ ルや価値観の多様化により 、 地域活動が低迷し 、 連帯意識が低下し ていま

す。 人と 人と の絆を大切にし た心豊かな地域社会の形成を図っ ていく ためにも 、 地域の特色を生

かし た公民館活動やふるさ と づく り 活動を充実さ せるこ と が必要です。

人生 1 00 年時代を 見据え、 すべての人が何歳になっ ても 学び直し ができ る環境づく り が必要

と なっ ています。 また、 国が平成 3 0 年６ 月に策定し た「 人づく り 革命基本構想」 においてリ カ

レント 教育が拡充さ れたこ と により 、 さ ら にリ カ レント 教育を充実さ せていく こ と が求めら れて

います。

富山市民大学は、 多彩なコ ースを 多数開講し て市民に学習機会を 提供し ています。 開講以来

4 6 年にわたり 市民の生涯学習を 支援し ていますが、 定員超過するコ ースがある一方、 定員に満

たないコ ースも あり 、 コ ース再編の工夫が必要です。

刻々と 変化する社会に対応し ていく ために、 必要な知識やスキルを、 市民が生涯を通じ

て、 身に付けていけるこ と

市民全体が、 ふるさ と の自然、 歴史、 文化等について学び、 豊かな情操が養われている

こ と
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【 施策方針と 主な取組】

〇富山外国語専門学校の充実

富山外国語専門学校は、 公立の外国語専門学校と し て、 昭和６ ０ 年の開校以来、 本校が有する

人材と 施設を有効活用し 、 一般市民の生涯学習の場と し て、 外国語を学びたい人がその種類やそ

れぞれの程度に応じ て講座を選んで学習できる環境の充実に努めています。

・ 英語、 中国語、 ハングル、 フ ラ ンス語について、 それぞれの程度に応じ た講座を実施すると と

も に、 受講者のニーズの把握に努めます。

・「 小学校外国語夏季集中研修会」 に外国語専門学校の教員を指導者と し て派遣し ます。 こ の研

修会では、 発音に焦点を当てた集中訓練を実施し ます。

（ 実践的な英語教育）

〇富山ガラ ス造形研究所の充実

富山ガラ ス造形研究所では、 ガラ スアート に関する専門的知識及び技術の学習により 、 ガラ ス

造形制作者（ 作家） と し て、 有能な人材を育成し ます。 開校以来、 アート の分野で高度な知識と

技術を有する外国人ガラ ス作家を教員と し て招聘し 、 学生の指導を行っ ているほか、 多様化する

ガラ ス造形や芸術・ 文化の潮流に対応でき るガラ ス教育を提供でき るよう 努めます。

・ 広く 学生の見聞を深めるため、 現代アート 、 建築、 彫刻、 デザイ ン、 陶芸等のガラ ス以外にも

様々な分野で活躍さ れている方を講師に招き 、 特別講義を行います。

・ 広い視野と グローバルな考え方を身に付けるため、 国内外で活躍する著名作家を招き 、 春と 秋

にワーク ショ ッ プを開催するほか、 提携大学と の交換留学制度等を活用し 、 海外でも ガラ スを

学ぶこ と ができ る機会を提供し ます。

・「 ガラ スの街と やま」 を 広く アピールするため、 また、 ガラ ス芸術文化の振興や学生・ 地域住

民と の交流、 人材育成等を図るため、 アーティ スト ・ イ ン・ レジデンス事業（ ※） を行います。

※アーティ スト ・ イ ン・ レ ジデン ス事業　 …　 公募で優秀なガラ ス作家を 選定し 、 約 6 週間、 富山

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 に滞在し 制作活動を 行う 。

（ ガラ ス造形作家の育成）

〇ふるさ と づく り 活動の推進

地域の公民館活動やふるさ と づく り 活動を推進し ていく と と も に、 地域住民の幅広い年齢層の

方が参加できる事業を実施するため、 事例研究等を行い、 内容の充実に努めます。

・ 市ふるさ と づく り 推進連絡協議会、 地区ふるさ と づく り 推進協議会を通じ て、 公民館ふるさ と

講座などを実施し ます。

（ 公民館活動の充実（ ふるさ と づく り 推進事業））
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〇生涯学習普及啓発

大学や地域等と 連携し ながら 、生涯を通じ た教育の充実を図り 、市民の学び直し を促進し ます。

・ 5 5 歳以上の市民に対し 、 県内大学が実施する社会人向け講座を 受講し 、 修了し た際の支援を

実施し ます。

（ 壮年期自己啓発助成事業）

〇市民大学の充実

市民大学では、 市民の生涯学習の意欲向上を図るため、 より 市民ニーズに応えた、 富山市なら

ではの魅力的なコ ースを開講し 、 併せて生涯学習の魅力発信に努めます。

・ 受講者アンケート 等により 市民ニーズを把握すると と も に、 充足率（ 市民大学開講コ ースの定

員に対する受講者数の割合） を参考に内容や講師を検討し 、市の政策に即し 、市民ニーズに合っ

た魅力あるコ ースの開講に努めます。

・ 機会を捉えて市民大学及び生涯学習の魅力発信に努め、 市民の学習意欲向上を図り ます。

（ 市民大学一般コ ース等開設事業）

【 参考指標（ 数値目標）】

〇生涯学習普及啓発

指標の名称 壮年期キャ リ アアッ プ補助事業対象件数

指標の説明
5 5 歳以上の市民が受講し 修了し た、県内大学が実施する 社会人向け講座の延べ数（ 受

講者一名につき 前期・ 後期各１ 講座まで補助）

目標設定の

考え方

令和 1 0 年度までにコ ロ ナ禍以前の数値に戻し 、 以降は毎年度 3 件増加する こ と を 目

指す。

※参考数値…6 6 件（ H3 0 年度）

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

1 6 件 6 6 件 8 0 件

〇市民大学の充実

指標の名称 市民大学開講コ ースにおける充足率

指標の説明 市民大学開講コ ースの定員に対する 受講者数の割合

目標設定の

考え方
毎年、 令和 5 年度の基準数値を 上回り 、 令和 1 0 年度末までに 9 3 ％を 目指す。

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R5 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

9 2 .1 % 9 3 .0 % 9 3 .0 %
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資料： 市生涯学習課調べ

（ ２ ） 生涯学習活動拠点の充実

【 現状と 課題】

公民館の充実

公民館は地域住民にと っ て最も 身近な学習拠点と いう だけでなく 、 地域住民の交流の場と し て

重要な役割を果たし ています。 公民館は、 市内で 8 4 館（ 分館含む） 設置さ れており 、 本市は全

国的に見ても 非常に充実し ています。

し かし 、 一部の公民館においては老朽化が著し い館があるこ と から 、 順次改築を進めていく 必

要があり 、 市立公民館の維持管理や計画的な整備が課題と なっ ています。

　 　 　 　  ■公民館利用者数の推移

図書館の充実

図書館は、 生涯学習・ 読書の拠点と し て多く の資料を所蔵し 、 広く 市民の皆様に提供し ていま

す。 今後も 多様化する市民ニーズに対応するため、 更なる蔵書の充実や、 質の高い情報サービス

の提供に加え、 企画展示や行事等を実施し 、 本の貸出し だけでなく 、 滞在型の環境整備が求めら

れています。

人文系博物館の展示・ 普及活動の充実

郷土博物館をはじ めと する人文系博物館は、 魅力ある展示により 、 本市の歴史・ 民俗・ 美術の

学習機会の提供が求めら れていますが、 より 質の高いも のと するため、 博物館の連携や市民と の

協働が必要と さ れています。

（ 注） R2 年度は新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影響を 受け、 入館者数が大き く 減少し ている 。

その後は、 感染防止対策のための市民の外出自粛が緩和さ れていっ たこ と から 、 徐々に回復傾

向にある 。

5 0 ,0 0 0

1 5 0 ,0 0 0

2 5 0 ,0 0 0

3 5 0 ,0 0 0

4 5 0 ,0 0 0

5 5 0 ,0 0 0

6 5 0 ,0 0 0

7 5 0 ,0 0 0

8 5 0 ,0 0 0

資料： 市生涯学習課調べ
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各施設の課題と し て、 郷土博物館については、 城址公園の整備と と も に、 展示リ ニュ ーアルの

検討、 イ ンバウンド 観光客向けの多言語対応など、 郷土博物館の機能強化と より 一層の魅力向上

が必要です。 民俗民芸村については、 施設の老朽化が著し い館があるこ と から 、 修繕や長寿命化

を適時進めていく 必要があり ます。

科学博物館の展示・ 普及活動の充実

科学博物館は、自然と 科学について学ぶと と も に、自然と 共にある人の姿を考えていく 場と なっ

ています。 市民、 と り わけ子ども たちの自然や科学への理解と 関心を高めるため、 老朽化が進行

し ている常設展示を最新の科学的知見や自然環境の変化に対応し たも のへと 更新する必要がある

と と も に、 魅力的な特別展や企画展の開催が求めら れています。 また、 天体観察機能のあり 方に

ついても 課題と なっ ています。

　 　 　 　  ■博物館入館者数の推移

ガラ ス美術館の展示・ 普及活動の充実

「 ガラ スの街と やま」 を 目指し たまちづく り の集大成と し て、 平成 2 7 年８ 月、「 Ｔ Ｏ Ｙ Ａ ＭＡ

キラ リ 」 内にガラ ス美術館が開館し まし た。

令和７ 年に 1 0 周年を 迎える にあたり 、「 ガラ スの街と やま」 の認知度を より 一層高める ため

の展示を実施し ていく 必要があり ます。

（ 注 1 ） 対象施設…科学博物館・ 民俗民芸村・ 郷土博物館・ 佐藤記念美術館・ 浮田家住宅・ 旧森家住宅・

旧馬場家住宅・ 北代縄文広場・ 婦中安田城跡歴史の広場・ 大山歴史民俗資料館・ 八尾化石資料館・

猪谷関所館

（ 注 2 ） R2 年度は新型コ ロナウイ ルス感染症の影響を 受け、 入館者数が大き く 減少し ている。

その後は、 感染防止対策のための市民の外出自粛が緩和さ れていっ たこ と から 、 徐々に回復

傾向にある 。

資料： 市生涯学習課調べ

5 0 0 0 0

1 0 0 ,0 0 0

1 5 0 ,0 0 0

2 0 0 ,0 0 0

2 5 0 ,0 0 0

3 0 0 ,0 0 0

3 5 0 ,0 0 0

4 0 0 ,0 0 0

資料： 市生涯学習課調べ
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　 　 　 　 　  ■ TO YAM A キラ リ 公益施設入館者数の推移

（ 注） R1 ～ R3 年度は新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影響を 受け、 入館者数が大き く 減少し ている 。

その後は、 感染防止対策のための市民の外出自粛が緩和さ れていっ たこ と から 、 徐々に回復傾

向にある 。

【 施策方針と 主な取組】

〇公民館の充実

地域住民にと っ て最も 身近な学びや文化活動及び交流の場である市立公民館を安全・ 快適に利

用し ても ら う ため、 老朽施設の改築を進めます。

・ 施設の老朽化度合、 地域ニーズ、…利用実態を踏まえながら 、 計画的に整備し ます。

（ 公民館建設事業）

〇図書館の充実

図書館は、計画的な図書の購入、除籍により 図書館全体で魅力ある蔵書構成に努めると と も に、

本館では、「 知を 深める図書館」 を キーワード と し て読書推進など教育事業に取り 組み、 利用者

数の増加に努めます。

TO YAM A キラ リ （ 図書館・ ガラ ス美術館）

資料： 市図書館・ ガラ ス美術館調べ

5 0 ,0 0 0

2 5 0 ,0 0 0

4 5 0 ,0 0 0

6 5 0 ,0 0 0

8 5 0 ,0 0 0

1 ,0 5 0 ,0 0 0

1 ,2 5 0 ,0 0 0

資料： 市図書館・ ガラ ス美術館調べ
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・ 利用者ニーズを 踏まえた計画的な図書の購入、 除籍によ り 、 各館の役割分担を 考慮し たバラ

ンスの良い図書の配置に努めます。

・ 地域の問題解決支援や、 市民生活、 仕事上の問題解決などに必要な資料及び情報提供を行いま

す。

・ 本館では、 図書館なら ではの交流行事や、 講演会、 セミ ナー、 併設するガラ ス美術館と 連携し

た展示やイ ベント を実施し 、 利用者数の増加に努めます。

（ 図書館の充実）

〇人文系博物館の展示・ 普及活動の充実

人文系博物館については、 特別展や企画展、 普及活動の開催等を通じ て、 富山の歴史・ 民俗・

美術に対する市民の理解や関心を深め、 文化や教養の向上を図り ます。

・ 孫と おでかけ支援事業やキャ ッ シュ レス決済事業を実施し 、 来館者数の増加及び利便性向上に

努めます。

（ 博物館等利用促進事業）

郷土博物館では、 文化や教養の向上を図ると と も に、 街づく り ・ 地域づく り などに対応するた

めの知識を提供し ます。

・ 特別展や企画展等を充実し ます。

・ バスツアー、 歴史探訪ツアー、 美術講座、 講演会等を実施し ます。

・ 来館者数の増加及び利便性向上に向け、 孫と おでかけ支援事業や電子マネー等の利用のより 一

層のＰ Ｒ に努めます。

・ 学校と 連携し た出前授業などを推進し ます。

・ 中心市街地にある施設と し ての、 人文系博物館の機能等の強化を検討し ます。

（ 展示普及事業（ 郷土博物館））

民俗民芸村では、 特別展や企画展、 普及活動の開催等を通じ て、 富山の歴史・ 民俗・ 美術に対

する市民の理解や関心を深め、 文化や教養の向上を図り ます。

・ 特別展や企画展、および関連する講演会等のほか、陶芸教室、染物教室、呉羽山歴史探訪ツアー

等を実施し ます。

・ 小学校と の連携を深め、 実物資料の観覧や体験を通し て、 社会科「 市の様子と 人々のく ら し の

う つり かわり 」 や副読本「 く すり のまち　 と やま」 の学習効果を高めます。

（ 展示開催事業、 普及活動事業（ 民俗民芸村））

郷土博物館 民俗民芸村（ 陶芸館）
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〇科学博物館の展示・ 普及活動の充実

自然科学に関する総合博物館と し て、 郷土の自然の特性を解明し 、 自然科学の普及、 理解向上

に寄与するこ と を目指し ます。 市民の知的好奇心や探究心を刺激すると と も に、 学習の支援、 市

民生活の向上を図り ます。

・ 令和５ 年度に策定し た展示更新計画に基づき 、 常設展示の更新と 天体観察機能の再構築を推進

し ます。

・ 特別展や企画展の充実を図ると と も に、 サイ エンスコ ミ ュ ニケーショ ンを深める実験教室など

の普及教育行事を実施し ます。

・ 博学連携（ ※） によるプラ ネタ リ ウムでの学習投影やリ モート 授業などを継続し て実施し ます。

※　 博学連携

　 　 …　 博物館と 学校と が望まし い形で連携・ 協力を 図り ながら 、 子ども たち の教育を 進めていこ う と

　 　 　 　 する 取組。

（ 特別展・ 企画展の充実／展示の更新・ 施設の整備）

〇ガラ ス美術館の展示・ 普及活動の充実

ガラ ス美術館は、「 ガラ スの街と やま」 の中核施設と し て、 ガラ ス芸術が持つ魅力と 可能性を

国内外に発信し ます。 また、中心市街地に位置するこ と から 、文化芸術の拠点と し てだけでなく 、

まちなかの魅力創出の役割も 担っ ていき ます。

・ 現代ガラ ス美術が持つ多様な側面に焦点を 置き、 幅広い内容の作品と の出会いや対話の機会

を 、 市民をはじ め、 より 多く の方々に提供するため、 ガラ ス美術作品の企画展・ 常設展の充実

を図り ます。

・ 誰も が気軽に「 美」 と 「 知」 に触れら れる場と し て、 豊かな感性や知的好奇心を育むため、 教

育普及と し て学校招待プログラ ム等を行います。

（ 企画展・ 常設展の充実／教育普及活動の充実）

科学博物館（ ティ ラ ノ サウルスの動く 模型） 科学博物館（ プラ ネタ リ ウムホール）
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【 参考指標（ 数値目標）】

〇人文系博物館及び科学博物館の展示・ 普及活動の充実

指標の名称 博物館の入館者数

指標の説明 博物館（ 人文系博物館・ 科学博物館） の入館者数

目標設定の

考え方

博物館の入館者数について、 毎年１ ％程度の増加を 目指す。

※参考数値…3 5 0 ,0 2 8 人（ H3 0 年度）

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

3 2 9 ,4 3 7 人 3 4 9 ,0 0 0 人 3 6 7 ,0 0 0 人

〇図書館の充実、 ガラ ス美術館の展示・ 普及活動の充実

指標の名称 TO YAM A キラ リ 公益施設の利用者数

指標の説明 TO YAM A キラ リ 公益施設（ 図書館・ ガラ ス美術館） の利用者数

目標設定の

考え方

第２ 期計画で 掲げた数値目標が、 新型コ ロ ナウイ ルス 感染症の影響によ り 未達成と

なっ たこ と から 、 引き 続き 目標と し 、 毎年 2 .5 ％程度の増加を 目指す。

※参考数値…8 0 4 ,1 5 0 人（ R1 年度）

目標数値及び

今後の見通し
基準数値（ R4 ）

５ 年後（ R1 0 年度） の姿

（ 目標数値）
1 0 年後（ R1 5 年度） の姿

6 5 4 ,4 2 2 人 7 5 0 ,0 0 0 人 8 5 0 ,0 0 0 人
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（ ３ ） 文化遺産等の保全・ 活用

【 現状と 課題】

文化遺産等の保存活用

本市には多様な文化財があり 、 それら を総合的に把握し 、 次世代へ継承し ていく こ と が求めら

れており 、 浮田家住宅などの国指定重要文化財建造物については、 経年劣化に対応するため、 計

画的に保存・ 修理を行う 必要があり ます。 また、 岩瀬地区では、 旧森家住宅や旧馬場家住宅をは

じ めと する北前船廻船問屋建造物の、 一体的な活用・ 整備を図っ ていく 必要があり ます。

安田城跡歴史の広場においては、 史跡安田城跡を適切に保存管理し 、 地域の歴史的文化遺産と

し て活用を図る必要があり ます。 し かし 、 堀をはじ めと し た施設は著し く 老朽化し ています。 ま

た堀底に泥が堆積するなど、 歴史的景観の維持が難し く 、 史跡の保存への影響が懸念さ れます。

【 施策方針と 主な取組】

〇文化遺産等の保存活用

国指定重要文化財等歴史的建造物の保存・ 活用を図り ます。 文化財の保存活用については、 総

合的な計画を策定し 、 地域の歴史文化に対する市民の理解や関心を深め、 文化財の次世代への継

承につなげると と も に、 文化財を生かし たまちづく り ・ 地域活性化を図り ます。

・ 浮田家住宅などの指定文化財建造物の保存・ 修理を行います。

・ 岩瀬地区廻船問屋建造物の活用・ 整備を図り ます。

・ 富山市文化財保存活用地域計画を策定し ます。

＜年次計画＞

文化遺産等の

保存活用

R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R1 0 年度

指定文化財建造物保存・ 修理、 岩瀬地区廻船問屋建造物活用・ 整備

富山市文化財保存活用地域計画策定事業

（ 文化遺産等保存活用推進事業）

浮田家住宅 旧馬場家住宅
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〇文化財調査の実施

市内に残さ れている文化財の現状の把握に努め、 本市の歴史を語る基本資料と するこ と で、 郷

土の歴史の継承を図り ます。

・ 市内の文化財の調査を実施し 、 現状把握に努めます。

（ 市内の文化財調査の実施）

〇史跡整備の実施

史跡安田城跡の価値や魅力を未来へ継承し 、 施設の長寿命化を目的と し た再整備事業を行いま

す。 また来場者にと っ ては学習の場であると と も に憩いの場と なるよう 、 地域の活性化に寄与す

る史跡公園と し ての活用を図り ます。

・ 堀の浚渫（ ※）、 護岸改修や水生植物の植栽、 安田城跡資料館の設備等の改修を行います。

※浚渫（ し ゅ んせつ） …　 水底を さ ら っ て土砂などを 取り 除く こ と 。

（ 安田城跡歴史の広場再整備事業）

安田城跡歴史の広場
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参考資料

計画の策定にあたっ ては、 外部の有識者等で構成する懇話会を計２ 回開催し 、 総合的かつ

専門的な見地から 意見をいただき まし た。

富山市教育振興基本計画懇話会　 委員名簿

（ 五十音順、 敬称略）

氏　 名 所属団体等

飯　 倉　 正　 和 富山市Ｐ Ｔ Ａ 連絡協議会会長

大久保　 秀　 俊 富山市中学校長会会長

北　 岡　 　 　 勝 富山市自治振興会連絡協議会会長

國　 香　 真紀子 富山市小学校長会会長

笹　 田　 茂　 樹 富山大学教育学部教授

中　 村　 茂　 信 富山市公民館連絡協議会会長

中　 村　 真由美 富山大学経済学部教授

渡　 邊　 智　 美 元富山商工会議所青年部会長

計８ 名
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第３ 期富山市教育振興基本計画策定の経過

国の動き

（ 第４ 期教育振興基本計画）
第３ 期富山市教育振興基本計画

時期 内　 容 時期 内　 容

令和 5 年

6 月1 6日 第４ 期教育振興基本計画

閣議決定

令和 5 年

7 月 18 日 第１ 回富山市教育振興基本計画懇話会

・ 計画の構成（ 案） の説明

1 1 月 2 日 第２ 回富山市教育振興基本計画懇話会

・ 計画（ 案） の説明

1 2 月 25 日 パブリ ッ ク ・ コ メ ント

　 　 　 　 ↓

令和 6 年

1 月 15 日 パブリ ッ ク ・ コ メ ント 締切

2 月 19 日 定例教育委員会で議決

3 月　 　 　３ 月市議会定例会常任委員会で報告







第３ 期 富山市教育振興基本計画

令和６ 年 2 月

発行　 富山市教育委員会

編集　 富山市教育委員会教育総務課
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